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I. 実証事業の実施背景 

（1） 対象地域の概要 
西宮市は、兵庫県の南東部に位置し、大阪市と神戸市のほぼ中間に位置する中核市である。面積

は約 100 ㎢であり、南北に細長い形をしている。南部は大阪湾に面した都市圏、北部は丘陵地となっ
ており、都市と自然が併存した多様な地域である。 

人口は 48.1 万人(令和 6 年 3 月末 1、以下同様)となっており、人口構成としては、15 歳未満の
年少人口 2は 6.2 万人、15 歳以上 65 歳未満の生産年齢人口 3は 30.0 万人、65 歳以上の老年
人口は 11.9 万人となっており、高齢化率は 24.8％となっている。 

交通面では、市内の南部を中心に、JR、阪急、阪神の三路線が走るとともに、阪神高速道路が通っ
ており、大阪や神戸への高い交通利便性を有している。 

こうした立地条件のもと、阪神間のベッドタウン化が進み、市内就業率は低く、住宅地が広く展開して
いる特徴を有している。 
 
（2） 地域課題 
1） 人口減少・高齢化の進展 
 西宮市の人口は、平成 29 年に減少に転じてから減少傾向で推移しており、西宮市の将来人口推

計 4によると、令和７年以降は減少幅が大きくなり、令和 32 年には約 44 万人になると予測されてい
る。また、上記のとおり現状の高齢化率は24.8％であるが、令和 12 年時点では 27.0％、令和 17 
年には 29.6％と４人に１人以上が高齢者（65 歳以上）となることが予測されている。さらに、令和 
22 年には、高齢化率が 32.9％と急上昇し、概ね３人に１人が高齢者になることが予測されている。 

 
2） 高齢化に伴う市民の健康状態の悪化とQOL低下 
高齢化率の上昇に伴い、今後、健康に問題を抱える市民の数の増加や、これに伴う QOL（生活の

質）の低下が懸念される。厚生労働省の公表した令和５（2023）年度 国民医療費の概況 5 によ
ると、我が国の１人当たりの医療費は、65 歳未満は約 22 万円、65 歳以上は約 80 万円と、年齢と
ともに高額になっている。実際、西宮市の後期高齢者医療の均等割額 6は 52,791 円（令和 6・7 年
度）と過去最高額となっている。また、介護保険給付費は１,135 億円（令和 6～8 年度）に達す
る見込みで、保険料基準額は前期比 14％上昇している。 

また、健康状態の悪化を防ぎ、健康寿命の延伸につなげる一次予防の要である、特定健診受診率
 

1 令和 6 年 3 月末住民基本台帳人口、令和 6 年(2024 年)西宮市統計,2026 年 2 月 2 日閲覧
https://www.nishi.or.jp/shisei/tokei/tokeikankobutsu/tokeisho.html 
2 １5 歳未満の人口 
3 １５歳以上６５歳未満の人口 
4 西宮市の将来人口推計（令和６年１月）,2026 年 2 月 2 日閲覧
https://www.nishi.or.jp/shisei/sogokeikaku/sogokeikaku/syourai_jinkou/index.html 
5 「令和５（2023）年度 国民医療費の概況」厚生労働省,2026 年 2 月 2 日閲覧
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/23/index.html 
6 被保険者１人ごとに一律でかかる保険料 
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は 35.7％にとどまり、フレイル 7 該当率は 75 歳以上で 2 割、65～74 歳でも 1 割と推定される。 
このように、医療費・介護費の増大が自明となる中、生産年齢人口当たりの高齢者人口比率も年々

増加しており、将来的な財政負担の一段の増大が懸念される。 
3） 地域の繋がりの希薄化 
市内では、都市部を含む市内全域で、自治会や地域活動の担い手が 70~80 代に偏り、世代交代

が進まず、担い手不足が顕在化している。これにより、地域の繋がりも希薄化してきている。 
高齢単身世帯の増加で見守りニーズが高まる一方、地域のつながりの希薄化と社会的孤立が深刻

化しており、「親世代の孤独・孤立に不安を感じる」市民は 8 割を超える。スマホを利用した見守りなど、
今後はデジタル機器を活用した孤独・孤立対策にも期待がかかるが、特に高齢者においては、こうした機
器を扱えないことで社会から切り離されるといった、いわゆるデジタルデバイドの問題も深刻化している。 

 
。 
 

II. 実証事業の実施内容 

（1） 実施の狙い 
上記の地域課題を踏まえ、本実証では、高齢者の健康意識の改善や高齢者のデジタルリテラシー8の

向上を図る取組として「郵便局を拠点としたデジタルインクルーシブ 9で健康的な高齢社会の実現に関す
る実証事業」を実施することとした。 

本事業では、歩数計の機能等を備えたウェアラブル端末を用いた高齢者の健康意識の改善とスマホ
を通じた高齢者のデジタルリテラシー向上を実施する。地域に深く根差した「郵便局」をハブとすることで、
既存の行政施策では届きにくい層を含めて行動変容を促し、市民の「健康寿命の延伸」と「デジタルデバ
イド（情報格差）の解消」を実現することが狙いである。 

高齢者の健康意識の改善については、郵便局を拠点とした郵便局員による対面での伴走支援（声
がけ等）を伴う健康増進活動を実施し、市民の自発的な運動意識の向上と健康改善に繋がることを
目指した。この取組により市民が健康になれば、結果として、将来的な医療費・介護費の適正化や市の
財政負担軽減にも寄与するモデル構築を意図している。 

また、デジタルリテラシーの向上については、高齢者が安心して立ち寄れる郵便局においてスマホ教室
を開催し、スマホを通じて家族や友人との繋がりを強化し、健康状態等を共有できるようになることなどを
目指した。 

郵便局を実施拠点とした理由は 3 点ある。第 1 に、都市部・郊外・中山間地を問わず市内に広く立
地し、住民が徒歩圏内でアクセスできる「近接性」である。第 2 に、住民と顔の見える関係を持つ郵便局

 
7 フレイル︓加齢により心身の活力が低下し、要介護状態となる一歩手前の状態。適切な介入により健康な状態に戻
ることが可能とされる。 
8 デジタルリテラシー︓デジタル技術を理解し、社会生活の中で使いこなす能力のこと 
9 デジタルインクルーシブ︓誰もが取り残されずにデジタル技術の恩恵を受けられる状態にあること 
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員による対面サポートという「人的リソース」であり、デジタル機器に不慣れな高齢者でも安心してサービス
を継続できる環境を提供できる。第 3 に、公的証明書の交付等も取り扱い可能であるなど、将来的に
行政と連携した多様なサービス拠点となり得る「発展可能性」である。本実証はこれらの特性を活かした
スモールスタートとして位置づける。 
実証を実施する郵便局は、地域特性の多様性を踏まえ、中心市街地に所在する西宮郵便局、都市
郊外住宅地に所在する西宮荒木郵便局、臨海住宅・準工業地に所在する西宮笠屋郵便局の 3 局
とした。  
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（2） 実施内容の概要 
 本実証では、「健康」と「デジタル」の両面から高齢者を支援するため、以下の２つのサービスを実施し
た。 
① 健康実証（郵便局の伴走支援による運動継続） 
高齢者の健康状態を高めていく取組として、郵便局で地域住民に対して、歩数計の機能等を備えた

ウェアラブル端末を貸与し、歩数の見える化を行った。 
なお、機器を配るだけでは高齢者の利用は定着しにくいことが想定されたため、実証参加者の、毎月

の来局日を設定した。顔なじみの郵便局員が体組成測定の結果や歩数データを一緒に確認し、声がけ
（伴走支援）を行うことで、運動の継続を強く動機づけた。 
 
② スマホ教室（身近な拠点でのデジタルデバイド解消） 
スマホ教室については、郵便局を地域住民のデジタルデバイド解消の場と位置付け、スマホの基本操

作の講習や相談会を開催した。「携帯ショップ等は敷居が高い」と感じる高齢者に対し、身近で信頼でき
る郵便局が窓口となることで、安心してデジタルに触れる機会を提供し、デジタルリテラシーの向上を目指
した。 

 
これら２つのサービスを郵便局で一体的に実施することで、住民の QOL 向上に貢献する新たなコミュニ
ティ拠点（「通いの場」）とすることを目指すとともに、将来的な医療費・介護費の適正化や、行政サー
ビスの効率化に寄与するモデルの構築を目指した。 

図 1 実証事業の概要 

 
 

表 1 実証事業の概要 
地域課題 サービス内容 狙い 実施郵便局 実施期間 
A  高齢 化
率の上昇と
これに伴う住
民 QOL の
低下 

（健康実証） 
郵便局を健康増進の場
として位置づけ、フレイル
健診、日常の歩行活動
促進のためのウェアラブル
機器の貸出しや毎月の
来局日の体組成測定と
健康データ収集を実施 

高齢者の QOL 改
善と医療費・介護
費削減につながる
よう、住民の健康
意 識 を 向 上 さ せ
る。 

西宮郵便局、西
宮荒木郵便局、
西宮笠屋郵便
局（3 局） 

R7.10～12 
（3 か月間） 

B デジタル
リテラシーの

（スマホ教室）郵便局
をコミュニティ拠点として位

高齢者に身近な
場所である郵便局

同上 同上 
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二極化によ
る社会的孤
立の深刻化 

置づけ、住民のデジタル
デバイド解消のため、スマ
ホ教室の開催等を行う。 

でのスマホ教室に
参加してもらい、ス
マホ利用を通じた
孤立の解消や積
極的な社会参加
につなげる。 

C 新たな投
資を抑制し
つつ住民サ
ー ビ ス を 維
持 ・向上 す
る方策の模
索 

（共通） 
上記活動を通じ、郵便
局を新たなコミュニティ拠
点として活用する。 

郵便局を新たなコ
ミュニティ拠点化す
ることで、新たな財
政 拠 出 を 抑 え つ
つ、住民サービスの
向上を図る。 

同上 同上 

 

III. 個別サービスの実施内容と結果 

１. 健康実証 

（1） サービス概要 
郵便局において、地域住民 10 と郵便局員の密接なコミュニケーションを確保しながら、心拍・歩数・睡

眠を計測できるリストバンド型のウェアラブルデバイスを無償で貸与する。利用者は、当該デバイスに表示
される自身のデータを日常的に確認するとともに、郵便局で実施する月次来局プログラムに参加し、体組
成測定を通じて筋量を把握することで、健康を意識した行動変容につなげることを目指す。単なるデジタ
ル機器の貸与やデータの可視化に留まらず、顔なじみの郵便局員が測定結果を一緒に確認し、声がけ
（伴走支援）を行うことで、高齢者が挫折しやすいデジタル機器の継続利用と運動習慣の定着を図る
ことが、本サービスの肝である。 

また、低強度の身体活動であっても継続により要介護化リスクの低下が示唆される等、関連する科学
的知見が蓄積されていることを踏まえ、本実証で取得する運動データを、健診データおよびレセプトデータ
と突合する。これらのデータは、実証の実施にあたり連携した専門機関（大学）において解析し、医療
費・介護費への影響の試算を行い、今後の市の施策検討に活用することを目指す。 

実施スケジュールは、表２のとおりとした。 
 

1） 実証場所 
  西宮郵便局（中心市街）、西宮荒木郵便局（都市郊外住宅地）、西宮笠屋郵便局
（臨海住宅／準工業地）の 3 局 

 
2） 対象者 

・ 3 つの郵便局合計で 60 名程度の対象者 

 
10 主に地域住民とするが、西宮郵便局は中心市街地であるため、地場企業に勤務する者も対象として実施 
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・ 対象者は、主に 50 代～70 代を想定。 
なお、50 歳前後から生活習慣の改善・運動等を始めると、70～80 歳時点のフレイル（心身
の衰え）発症リスクが 30～70％低減するという研究成果 11もあるため、40、50 代も一部対
象に加える。 

 
3） 使用機器 
① リストバンド型ウェアラブルデバイス 

心拍・歩数・睡眠を計測。データ分析も行うため、データをクラウドへ自動送信できるものを使用。 
 
② 体組成計 

 筋量等を測定。 
 
  

 
11 出典︓ 「フレイル予防・対策︓基礎研究から臨床、そして地域へ」公益財団法人長寿科学振興財団
https://www.tyojyu.or.jp/kankoubutsu/gyoseki/pdf/R2_frailty_gyosekishu.pdf 
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表 2 実施スケジュール 
月 フェーズ 主な活動内容 

８月 準備 - 事業計画の最終調整 
- 関係機関（市・大学・日本郵便・その他参加企業）との

キックオフ・ミーティング 
９月 準備 - 関係機関（市・大学・日本郵便・その他参加企業）との

健康実証 WG 開催、実証内容調整 
- 詳細実施計画作成 
- 関係機関発注契約準備（大学・日本郵便・その他参加企業） 
- 機器準備（ウェアラブル機器、体組成計、タブレット・PC 等） 
- データ収集サービスの契約準備 
- 運用マニュアル作成 
- 実証実施に向けた倫理審査申請（民間団体） 
- 全体キックオフ会議（総務省自治体・関係機関） 

10 月 準備／実証 - 関係機関（市・大学・日本郵便・その他参加企業）との
健康実証 WG 開催、実証内容調整 

- 機器準備（郵便局ロビー内ブース開設用資材、参加者
向け説明会用 Wi-fi 等） 

- 説明会会場確保（西宮局、公民館） 
- 3 郵便局周辺地域への実証告知チラシ配布 
- 参加者向け説明会リハーサル 
- 参加者向け説明会開催・実証開始（フレイル・生活習慣

アンケート実施、ウェアラブル機器運用・体組成測定開
始）（10 月 17 日~） 

11 月 実証 - 3 郵便局での中間来局実施（ウェアラブル機器利用確
認、体組成測定） 

12 月 実証 - 3 郵便局での最終来局実施（ウェアラブル機器利用確
認、体組成測定、フレイル・生活習慣アンケート・最終アン
ケート実施） 

- 関係機関（自治体・大学・日本郵便・その他参加企業）
との健康実証 WG 開催、分析内容調整 

- 収取データ整理 
1 月 検証・とりまとめ - 利用実績、健康データ、フレイルチェック、各種アンケート分析 

- 成果報告書作成 
2 月 検証・とりまとめ - 健康データ、フレイルチェック、各種アンケート分析（続） 

- 社会情報学会 シンポジウム（＠武庫川女子大学） 
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- 評価・課題の整理、今後の方向性検討 
- 成果報告書（概要版・詳細版）の作成・調整・提出 

3 月 検証・とりまとめ - 成果報告会の開催（総務省、自治体・関係機関） 
- 今後の方向性・横展開の検討 

 
（2） 実証サービスを実施するに当たっての目標と検証方法 
本実証では、①フレイルの進行抑制、②サルコペニア（加齢による筋量や筋機能の低下）の改善、
③これらの改善による介護費・医療費削減への寄与、の 3点を目標として設定し、以下の KPIを設

定した。表 3 健康実証の KPI 
目標分類 実証における目標 検証方法（計画時） 

フレイル進行

抑制（聞こ

えのフレイル

などを含む） 

・市のフレイルチェック質問票（15 項目）
該当項目減少 1 項目以上）達成者
比率 50 ％ 

・説明会、最終来局時に、参加者が市のフレイルチェッ

ク質問票に回答、両方の結果を比較 

・プレフレイル（予備軍）→ロバスト（健

常）への改善者 ≥10 ％ 

・同上 

・受診勧奨対象者のうち実際に受診した

人数 50% 

・最終来局アンケートの結果により、受診状況を把握 

サルコペニ
ア改善 

・骨格筋指数 SMI（四肢筋量／身長

²）の増加者 40 ％ 

・説明会、最終来局時の体組成計による筋量測定結

果を比較 

共通 

・フレイル・サルコペニア改善による介護費の

削減（高齢者の一人当たり介護費） 

・説明会、最終来局時の、市のフレイルチェック質問票

の各項目回答結果あるいは体組成計による四肢筋

量測定結果と、既往論文、参加者の国保データベー

ス（KDB）の医療費・介護費データを用いて医療

費・介護費の削減量を推計 

・フレイル・サルコペニア改善による医療費の

削減（高齢者の一人当たり医療費） 

・同上 
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（3） 実証準備 
健康実証の実施にあたり、関係主体による健康実証 WG を開催し、実証内容について協議するとと

もに、協力して機器準備、各種サービスの契約など、実証準備を実施した。特に本実証では、郵便局と
いう既存の社会インフラに、行政や大学、民間企業の知見を組み込む「多主体連携型」の運営モデルを
構築することに注力した。 
 
1）  実施体制の構築 
公募準備段階において、西宮市、日本郵便㈱近畿支社、（一社）Community Future 

Design（COFUDE）、学校法人武庫川学院、㈱三菱総合研究所が参画し、連携体制を構築した。
各主体の役割は以下のとおりである。 

 
日本郵便㈱近畿支社︓実証実施場所となる郵便局の選定・調整、郵便局側の企画・運営 
（一社）Community Future Design︓福井県での類似実証への参画経験を踏まえた事業企

画・主体間の調整支援 
学校法人武庫川学院（中野邦彦研究室）︓健康関連データの分析 
㈱三菱総合研究所︓事業全体の調整（代表機関） 
事業選定後、各主体の参加内容を改めて調整した。スマホ教室実証にも参加予定の NTT ドコモビ

ジネス㈱が「健康マイレージ」等の地域実証・導入経験を有することから、ウェアラブル機器の導入支援も
依頼することとした。また、学校法人武庫川学院のメンバーとして慶應義塾大学大野昴紀助教にも協
力を得た。代表機関である㈱三菱総合研究所が公募事業を受託し、西宮市を除く各主体は委託関
係のある協力機関、西宮市は委託関係のない協力機関として位置づけた。 

結果的に、それぞれの主体の長所を活かした、適材適所の事業主体構築が実現できた。 
主体構築の課題については、①委託先となる協力機関との契約、②委託関係のない市と代表機関

との関係、等があげられる。①については、契約手続きや意思決定プロセスの違いにより、実証内容の確
定と現場への指示出しに時間を要する場面があった。特に日本郵便のような大規模組織においては、本
社・支社・現場郵便局の多層的な連携が必要となるため、今後は準備期間を十分に確保するか、包括
的な連携協定に基づく迅速な意思決定スキームを構築することが重要である。②については、市は外注
関係のない協力機関としての位置づけであったため、役割分担や責任範囲の明確化に工夫を要した。
行政と民間が対等なパートナーとして「共創」する本事業のようなモデルでは、従来の委託・受託関係を
超えた、柔軟かつ責任ある連携体制（コンソーシアム協定等）の整備が、実装段階での鍵となると考え
られる。 

 
図 2 実証体制 



12 

 
 
2）  住民への周知 
住民への周知は、郵便局と住民との関係性を最大限に活かすため、郵便局窓口でのチラシ配布と口

頭での紹介をメインとした。このほか、対象郵便局周辺エリアへの実証告知のチラシ配布（1,500 世帯）
も実施した。 

 
広報期間が実質 2 週間弱と極めて短期間であったにも関わらず、目標人数をスムーズに確保できた

最大の要因は「郵便局の集客力・発信力」であった。チラシの窓口配布では、郵便局員から郵便局来
訪者、窓口利用者への声がけ等も適宜実施し、興味のある住民へは、実証内容の説明等も実施した。
それにより、告知直後の第 1 回説明会から参加者を確保することができ、その後も窓口での継続的な声
がけにより、最終的には目標人数を集めるに至った。これは、地域住民が郵便局に対して抱く信頼感と、
郵便局員による対面での推奨がいかに強力な広報手段であるかを実証する結果となった。 
 

図 3 健康実証の参加者募集チラシ（窓口・ポスティング兼用） 
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図 4 チラシのポスティング対象エリア 
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表 4 チラシの配布数 
対象郵便局 エリアの世帯数 配布可能枚数 実配布数 
西宮郵便局 9,466 7,194 5,000 
西宮荒木郵便局 9,487 7,210 5,000 
西宮笠屋郵便局 9,759 7,409 5,000 

 
3）  機材・システム等の準備 

 実証のための機材・資材として、下表を準備した。 
主な機材・システムの概要は以下のとおり。 
 
① ウェアラブル機器 

健康実証で参加者に利用いただくウェアラブル機器としては、Google 社の fitbit inspire 3 を選定
した。選定理由としては、ウェアラブル機器を単体として準備するのではなく、NTT ドコモビジネス社の
「健康マイレージ」12という、多くの利用実績を持つ健康増進サービスの一部として利用する方針としたた
め、同サービスで利用実績が多い同機器を利用することとした。 

なお、同機器は類似の歩数測定が可能なウェアラブル機器に比べ、 
a)小型軽量な機器であり、高齢者の着用負担が少ない、 
b)歩数に加えて睡眠時間等の計測も可能であり、より参加者の利用意欲を増す可能性がある 

等の特徴がある。 
本実証では、単にデータを取るだけでなく「高齢者が使い続けられるか」を重視し、参加者のモチベー

ション維持に資する機能を持つ「健康マイレージ」システムとセットで導入した。同機器の登録・利用方
法については、説明会において NTT ドコモビジネス社より説明を行い、実証期間中は参加者自らが充
電やアプリ上でのデータ送信等を実施した。 

 
図 5 ウェアラブル機器（fitbit inspire3）の概要 

 
12 株式会社 NTT ドコモビジネス社が、自治体等向けに提供する、健康増進サービス。歩数計やスマートフォンでカウント
した歩数をスマホアプリで確認できるほか、歩数に応じてたまったポイントを例えば自治体ごとの景品に交換可能とすることで
参加者の行動変容を促すサービス。（本実証ではポイントサービスは利用しない。） 
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② 体組成計 

 健康実証による参加者の筋量増進効果を測定するため、タニタ社の業務用マルチ周波数体組成計
MC-780A を用意した。 

同機器は、業務用として国内シェアの高いタニタ社製で、高い測定精度がある。今回、測定用の簡単
なマニュアルを用意し、郵便局に共有した上で、測定は基本的に郵便局員が実施した。専門職ではない
郵便局員でも、マニュアルに基づき円滑に高精度な測定が可能であることが確認され、今後の自律的な
運営に向けた重要な検証となった。 
図 6 体組成計（TANITA社業務用マルチ周波数体組成計MC-780A）の外観と測定結果イ

メージ 
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表 5 準備した機材・機器一覧 
機材・システム名 数量等 利用期間 調達方法 設置場所 備考 
ウェアラブル機器
（ Google 社
FITBIT 
INSPIRE3） 

60 個
＋予備 

健康実証期
間 
(10~12 月) 

NTT ドコモビジネ
ス社健康マイレー
ジ・システムの一
環として提供 

参加者に配布 リ ス ト バ ン ド 型
（ 歩 数 、 心 拍
数、睡眠時間等
計測可能） 

体組成計 
（TANITA 社業
務用マル チ周波
数体組成計 MC-
780A） 

3 台 健康実証期
間 
(10~12 月) 

レンタル 郵便局 体脂肪、筋量等
の計測が可能 

聴力テスト用ヘッ
ドフォン 

3 台 健康実証期
間 
(10~12 月) 

購入 市で保管 市の聴力フレイ
ルチェックに利用 

タブレット PC 
ポケット Wifi 

3 台 
４台 

健康実証期
間 
(10~12 月) 

レンタル 郵便局 郵便局での個別
説明会用 

ノート PC 1 台 事業期間間 
(10~2 月) 

レンタル （市で保管） 健康データ分析
用 

ホームルーター １台 説明会開催
時 
（10 月） 

レンタル 局での説明会
開催時に利用 

説明会時のアプ
リダウンロード等
に利用 

パ ー テ ィ シ ョ ン 、
机、椅子 

3 か所 健康実証期
間 
(10~12 月) 

レンタル 郵便局 局の健康実証、
スマホ教室開催
スペース用 
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4） 運用ルール、マニュアルの準備 
 代表団体である三菱総合研究所では、説明会、中間来局、最終来局の実施手順書と関連書式、
体組成計の測定マニュアル等を準備した。また、これとは別に日本郵便㈱では、郵便局向けに、本事業
に係る業務手順書と関連書式を用意した。 
 

図 7 説明会実施手順書の例 
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5） 健康データ収集サービスの準備 
 ウェアラブル機器からの健康データ収集のために、2 つのクラウドデータ収集サービスと契約した。両者の
役割分担は表 6 表 23 のとおり。 
 本実証では、10 月の説明会開催時から参加者の健康マイレージサービスの登録を行い、
FITINSIGHT のサービス提供準備が整った 11 月から中間来局の機会を利用して FITINSIGHT の
参加者登録とデータ利用に関する同意取得を実施した。 

表 6 利用したデータ収集クラウドサービス 
サービス名 提供者 概要 本実証における役割分担 
健康マイレージ
サービス 

NTT ドコ
モ ビ ジ ネ
ス㈱ 

・ウェアラブル機器と連携した、参加
者のスマホ内アプリ（Fitbit）のデ
ータをスマホ内の専用アプリで取得
し、参加者に対し、歩数履歴などを
わかりやすく表示 
・専用アプリで取得したデータについ
て、事務局側の閲覧を可能とす
る。 

【実証参加者】 
・専用アプリでの、歩数履歴、実
証参加者内での歩数ランキング
等の、実証参加者への情報フィ
ードバック、事務局からの依頼事
項の掲示 

【実証実施主体側】 
・歩数データ、睡眠時間データの
取得状況の把握（離脱者の確
認） 

FITINSIGHT イサナドッ
トネット㈱ 

・上 記参加者のスマホ内アプリ
Fitbit の デ ー タ を も と に 自 動 で
Google 社側に蓄積されるウェアラ
ブル機器からの取得データを、専用
サービスで収集し、事務局でのデー
タダウンロードを可能とする。 

【対実証実施主体側】 
・歩数、睡眠などに関する日単
位の詳細データの収集（健康
マイレージサービスより、より多く
のデータ項目の収集が可能） 

 
 

図 8 健康マイレージサービスのデータ取得の流れ 
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図 9 FITINSIGHT サービスのデータ取得の流れ 
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図 10 FITINSIGHT サービスの取得可能データ 

 

 
 
 
6） 実証実施に関する倫理審査 

 本実証実施に向けては、信憑性の担保の観点から倫理審査の取得が必要であった。一方で大学内
での倫理審査取得はスケジュール的に困難な状況にあり、外部審査団体での実証実施に関する倫理
審査取得を経るべしとの関係者意見があがった。そのため株式会社イデアラボによる心理学実験・調査
に関する研究倫理審査委員会への申請を行い、10/3 に承認を受けた。（審査結果︓承認、承認番
号︓IE250829022） 
 
（4） 実証の実施 
1） 実施の流れ（フロー） 

 本実証は機器を配布して終わりにするのではなく、郵便局への「来局」を起点に参加者との継続的な
接点を持ち、行動変容を促す以下のプロセスで実施した。 
① 実証準備︓（３）参照 
② 広報・説明会開催︓広報については（３）参照。10 月中旬に 3 局で初回を開催、その後募集

人数拡大を目指して 11 月まで継続的に西宮局で開催した。説明会では、単なる機器配布にとど
まらず、郵便局員や大学生がマンツーマンでアプリ設定を支援し、デジタルの最初のハードルを取り除
くことに注力した。 

③ 中間来局︓11 月中旬に 3 局で中間来局を実施した（参加が遅れた参加者については 11 月下
旬）。体組成測定に加え、郵便局員が歩数データを参加者と一緒に確認しながら声がけを行うこと
で、実証中盤における意欲の低下を防ぎ、継続のモチベーション維持を図った。 

④ 最終来局︓12 月中旬に 3 局で最終来局を実施した。参加が遅れた参加者については 12 月下
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旬に実施した。事後アンケートやフレイルチェックを行い、行動変容の定着度を確認した。 
⑤ データ収集︓参加者に説明会以降最終来局日まで、ウェアラブル機器を着用頂き、歩数などの運

動量データ、睡眠時間などの睡眠データを取得した。期間は短縮されたものの、郵便局員による対
面フォローとシステムによるデータ収集を組み合わせることで、密度の高い実証データを収集した。 

⑥ データ分析︓クラウド経由で取得した健康データ、体組成計で取得した筋量データ、フレイルチェック、
生活習慣アンケート、最終来局時のアンケート結果について、分析を実施した。 

図 11 実証の実施フロー（健康実証） 

 
 
 実証の主要プロセスにおいては、詳細な実施手順やスケジュールを作成して関係者間で共有した。 
 

図 12 詳細実施手順の例（参加者募集プロセス） 

中間来局（ウェア
ラブル機器・サービ
ス利用確認、体組
成測定） 

最終来局（ウェア
ラブル機器・サービ
ス利用確認、体組
成測定、フレイルチ
ェック、生活習慣ア
ンケート、最終アン
ケート） 

データ分析 実証準備 
－協力主体契約 
―実証計画の策
定 
－機器調達 
－クラウドサービス
契約・調整 
－郵便局準備 
－倫理審査 
 
 

広報・説明会開
催 
－チラシ作成 
―局窓口でのチラ
シ配布・勧誘 
－チラシポスティン
グ 
－説明会参加登
録 
－ 説 明 会 開 催
（フレイルチェック、
生活習慣アンケー
ト、ウェアラブル機
器配布・サービス
登録、体組成測
定） 
 

データ収集 
参加者によるウェアラブル機器利用、クラウ
ドデータ収集 
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図 13 スケジュールの例（参加者募集プロセス） 

 

 
2）  実証中の運用・改善 

 実証中の運用・改善は以下のとおりであった。 
表 7 実証中の運用・改善 
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発生した課題 課題の詳細 改善 
説明会の開催場
所 

選定した 3 局のうち、西宮郵便局
以外は、数名以上の参加者が参
加する説明会の会場を局内で確
保することが困難 

説明会については、西宮郵便局につい
ては局舎内の特別会議室、他の 2 局に
ついては局の近くの公民館を、市を通じ
て手配しそこで開催することとした。 

中間来局、最終来
局の実施場所 

3 局のうち西宮郵便局以外は、窓
口ロビーにプライバシーに配慮した
来局スペースの確保が難しい 

各局の希望レイアウトに沿ったパーティシ
ョン、机、椅子をレンタルで用意した。 

倫理審査の実施 健康実証については、実証、データ
分析の内容が医療倫理に関わるも
のであり、かつ大学での倫理審査
は長時間を要するため本実証期間
に間に合わせるのは困難 

民間の医療実証等に係る倫理審査を
実施している団体を探し、倫理審査申
請をして、1 か月程度の期間で承認を
得た。 

参加者の確保 全体的なスケジュールの圧迫から
十分な広報期間が確保できず、当
初の説明会参加者は、当初予定
の 3 割程度にとどまった。 

継続的に郵便局窓口等で勧誘を行うと
ともに、市からも市内の健康活動の現場
等に勧誘のための訪問し、説明会を継
続的に実施することで参加者を確保し
た。 

実証期間 当初、説明会開催から最終来局
まで３か月程度の期間を想定して
いたが、全体的なスケジュールの圧
迫及び、年末年始が人・業務・ス
ペースともに圧迫するという郵便局
特有の事情もあり、実証期間が最
大 2 か月に短縮された 

西宮局の最終来局については当初予
定の 12 月中旬から、一部の参加者に
ついては12月下旬に後ろ倒しにした。ま
た、データ取得期間の短縮については、
短期でも実証効果が出やすい睡眠時
間やアンケートの定性分析にも注力する
こととした。 

郵便局員への負荷 当初予定で、説明会と予定の合わ
ない参加者については、郵便局側
で個別説明をすることとしていたが、
全ての実証内容を説明いただくこと
は負荷が多い。また、中間来局等
でのサービス登録の再設定などシス
テム的な内容については、局員が
対応する負荷が大きい、あるいは
対応が困難なことがある。 

説明会については、参加者確保の観点
から五月雨式に集合式の説明会開催
を継続し、追加の参加者の方も極力そ
の際に参加いただいた。中間来局、最
終来局については、局員中心の対応を
計画していたが、市・代表主体のメンバ
ーも極力立ち会うようにした。 
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（5） 実施結果 
1） 定量的な結果 
① 実証参加者数 
実証期間（令和 7 年 10 月 16 日～12 月 22 日）を通じ、計 62 名が参加した。 
説明会には 62 名が参加し、スマホの不適合等で参加できなかった 3 名を除き 59 名が実証を開始

した。このうち、一般市民の参加者は39名、市内に立地する一般企業の社員が7名、郵便局員が13
名であった。地域住民だけでなく、地元企業や郵便局員自身も参加することで、地域全体で健康づくり
に取り組む機運を醸成した。 

中間来局者は 11/27 からの参加者が中間来局を省略したため 39 名にとどまったが、最終来局には
再び 54 名が来局した。3 名は、最終来局ができなかったが、ウェアラブル機器の利用は継続しており、通
期の実証参加者数は途中辞退者 2 名を除き、57 名であった。 

特筆すべきは、実証開始者 59 名に対し、約 97％にあたる 57 名が離脱することなく最後まで継続
することができた。一般的に高齢者のデジタル機器利用は継続が難しいとされるが、本実証におけるこの
極めて高い継続率は、「郵便局員による声がけ」や「来局のしやすさ」といった人的なサポートが特に効果
的であった。 

なお、当初の目標との関係は、表 11 のとおりであった。 
 

 表 8 説明会の参加者数 

 

表 9 中間・最終来局者数 

 

 

説明会参加者数
10/16 10/17 10/23 10/29 10/29 11/6 11/27 計

一般 6 8 6 1 4 10 7 42
阪神 0 4 0 0 0 3 0 7
郵便局 0 0 3 0 6 4 0 13
合計 6 12 9 1 10 17 7 62

説明会参加者数（当日辞退者を除く）
10/16 10/17 10/23 10/29 10/29 11/6 11/27 計

一般 6 8 6 0 4 9 6 39
阪神 0 4 0 0 0 3 0 7
郵便局 0 0 3 0 6 4 0 13
合計 6 12 9 0 10 16 6 59

中間来局人数
11/6 11/7 11/12 11/13 11/14 11/18 11/19 11/25 計

一般 6 9 0 3 5 1 0 0 24
阪神 3 0 0 0 0 0 0 3 6
郵便局 1 2 2 0 1 1 1 1 9
合計 10 11 2 3 6 2 1 4 39

最終来局人数
12/4 12/9 12/10 12/11 12/12 12/15 12/16 12/17 12/22 計

一般 0 0 5 4 9 4 5 4 4 35
阪神 0 6 0 0 0 0 0 0 0 6
郵便局 1 4 1 1 5 0 1 0 0 13
合計 1 10 6 5 14 4 6 4 4 54
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表 10 通期参加者数 

 
 

表 11 実証参加者数のまとめ 

 
 
② 参加者アンケート結果 

本実証では、最終来局時に、参加者に対してアンケートを実施した。 
アンケートでは主に以下の点を実証参加者に対して実施した。 
 
○主なアンケート内容 
 ・ 郵便局までの移動手段 
・ 実証参加のきっかけ・理由 
・ 実証参加の満足度 
・ 実証開始時の説明会で実施したフレイルチェック等における気づき 
・ 健康意識の変化 
・ 実証参加による行動変容 
・ 実証参加による健康状態の変化 
・ 実証終了後の運動の継続意向 
・ 実証サービスの支払い適正額 

 
  アンケートの実施結果は、以下のとおりであった。 
 

＜利用者向けアンケートの結果＞ 

■参加者の属性 
参加者の属性は、男女はほぼ半々、年代では 70 代が最多となっている。（50 代以下は企業参加

者である。） 
同居状況では一人暮らしが最多であり、家族と同居がこれに次いでいる。 

  

通期参加者数
10/16 10/17 10/23 10/29 10/29 11/6 11/27 計

一般 5 8 6 0 4 8 6 37
阪神 0 4 0 0 0 3 0 7
郵便局 0 0 3 0 6 4 0 13
合計 5 12 9 0 10 15 6 57

実証参加者数（まとめ）
説明会参加者数 （当日辞退者数） 実証開始者数 （途中離脱者数） 通期参加者数

一般 42 (68%) 3 (5%) 39 (66%) 2 (3%) 37 (65%)
阪神 7 (11%) 0 (0%) 7 (12%) 0 (0%) 7 (12%)
郵便局 13 (21%) 0 (0%) 13 (22%) 0 (0%) 13 (23%)
合計 62 (100%) 3 (5%) 59 (100%) 2 (3%) 57 (100%)
目標(60人)達成率 (95%)(103%) (98%)
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図 14 参加者の属性 
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■郵便局までの移動手段 
郵便局までの移動手段では、徒歩が全体の 2/3 を占め、次いで自転車、自家用車となっている。 

図 15 郵便局までの移動手段 

 

■実証参加のきっかけについて 
実証参加のきっかけでは、「郵便局員に直接勧められて」が 4 割近く、「知人に勧められて」がこれに次

いでいる。郵便窓口での勧誘が有効であったことを示していると考えられる。 
図 16 実証参加のきっかけ 
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■実証参加の理由について 
 実証参加の理由としては、「郵便局で開催されていたため、近くて通いやすかったから」「いつまでも元

気に動ける体を維持したいと思ったから」「健康状態を良くしたかったから」などが上位となっている。「郵便
局員がいて安心だったから」もこれに次いでいて、デジタル機器や新しい健康プログラムに対する高齢者の
初期ハードルを、郵便局という「場所の安心感」と「局員への信頼」が大きく引き下げたことが伺える。図 
17 実証参加の理由 

 

 
■実証参加の満足度 

実証参加の満足度、友人に同様の実証をお勧めしたいかのいずれも 5 段階の上位 2 段階で大宗を
占めており、実証の満足度は高かったと考えられる。 

図 18 実証参加の満足度 
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■実証開始時の説明会で実施したフレイルチェック等での気づき 
 実証開始時の説明会で実施したフレイルチェック、聴力チェック、筋量測定については、何らかの気づ

きがあったとした参加者が 9 割を占めた。説明会で実施した保健所からのフレイルに対する説明・アドバイ
スについても 8 割以上がわかりやすかったと回答した。 

図 19 実証の内容について 

 
 
実証開始時の説明会では、聞こえのフレイルに関するアンケートと、聴力チェックも実施した。難聴がフ

レイルの原因になることを今回認識した層が半分弱に達し、聴力チェックで耳鼻科受診を勧められた参加
者も 16％（7 名）に達した。また、3 名の方がその後耳鼻科を受診した。今回の説明会が、聞こえのフ
レイル改善の直接の機会となったと考えられる。 

図 20 聞こえのフレイルについて 

 
 
■健康意識の変化 

 参加者のほぼ 8 割が、日常的に自身の健康状態を意識していた。しかしながら、実証に参加するこ
とによって、ほぼ全員が実証参加により健康意識が高まったと回答した。 
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図 21 健康意識の変化 

 
 
■実証参加による行動変容 

 参加者の約 8 割が、実証参加により健康を意識した行動を続けていく自信がついたと回答している。
また、全員が毎日の歩数など実証の気づきを、日常生活の行動に活かすようになったと回答している。 

図 22 実証参加による行動変容 

 
 1 日の歩行量についても、7 割の方が以前より増えたと回答しており、5 割増えたという回答が１割、

３~４割増えたという方も 2 割程度存在している。 

 

 
■実証参加による健康状態の変化 
 参加者の 4 割強が実証により気持ちが積極的になった、4 割弱が外出が増えたと回答している。また、
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3 割弱が歩くのが楽になった、2 割が睡眠状態が改善したと回答している。 
 ウェアラブル機器の活用と郵便局への定期的な来局で歩行習慣がつくことにより、外出機会の増加や
心理面での改善もみられ、これらが相乗的にフレイル改善につながるものと考えられる。 

図 23 実証参加による健康状態の変化 

 
 
■実証終了後の運動の継続意向 
 参加者のほぼ全員が、実証期間終了後も歩行習慣を継続したいと回答している。また、５割以上が、
ウェアラブル機器の利用を積極的に継続したいと回答している。今回対象が高齢者中心であり、ウェアラ
ブル機器の利用に困難さを感じる可能性もあったことを考慮すると、ウェアラブル機器は今回参加者に比
較的良く受け入れられたと考えられる。 

図 24 実証終了後の運動の継続意向 

 
■実証サービスの支払い適正額 
 今回実証は、参加費無料で実施した。またウェアラブル機器は実証終了時に参加者に譲渡し、終了
後も継続してお使いいただくこととした。実証期間全体にもし参加料金を払うとしたら幾ら程度が適当か、
との問いに対しては、3000 円程度が 5 割と最も多く、2000 円程度が 4 割となった。5,000 円より高く
てもよいという回答も一定程度存在しており、平均的には 3000 円前後が参加者想定した支払い対価
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と考えられる。 
図 25 実証サービスの支払い適正額 

 
 
■健康実証へのご意見・感想（自由回答） 
 健康実証への意見・感想では、健康意識を改める良いきっかけとなった等の声が多く、歩行以外に睡
眠の状態が分かったことが良かったという回答も見られる。（今回の健康管理アプリでは、歩行歩数ととも
に睡眠の質等の情報も見ることができる。） 
・健康に対しての意識を改める良い機会になりました 
・今回参加させていただき健康への意識が高くなりました。 
・期間が短かったのでもう少し普段の状態を長い目で見られると良かった 
・睡眠の質が確認できて良かった 
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■郵便局への来局機会の増加について 
 実証開始前の郵便局への来局機会は月 1 回程度がもっとも多かったが、実証開始後は月２~３回
が最多となった。全体の約４割で、郵便局への来局機会が増えたと回答し、実証の実施が郵便局への
来局増加につながっていることが示された。これは、本事業が郵便局の新たな来客誘致（本業への波及
効果）に繋がるポテンシャルを示している。 

図 26 郵便局への来局機会の増加 

 

 

■郵便局員とのコミュニケーションについて 
 実証期間中に郵便局員やスタッフから声掛けやサポートを受けたとする回答は全体の 8 割に達し、良
好なコミュニケーションが図られていたと考えられる。これが、途中で挫折しやすい高齢者のデジタル活用に
おいて、97%という極めて高い継続率を支えた最大の要因である。 

図 27 郵便局員とのコミュニケーション 
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■郵便局員やスタッフからの声かけやサポートを受けてどう思ったか（自由回答） 
 声掛けやサポートに関する感想では、嬉しかったという感想や、実証を続けていく励みになったという意見
が多く回答されている。孤独になりがちな高齢者にとって、デジタル機器のデータだけでなく、顔なじみの郵
便局員とのリアルな「伴走支援（褒めてもらう・共感してもらうこと）」が、行動変容の強い原動力となっ
ていることが確認できる。 
・郵便局が身近ななんでも相談できる場所だと嬉しかったです。 
・細やかな声かけと配慮が嬉しかった。励みになった。 
・毎回とても親切にご説明をいただき、大変助かりました。 
・やる気を持続するのに役立ちました。 

 
■郵便局における今後のサービス提供について 
 郵便局において、今後も健康にまつわるサービスを継続していくことについては、6 割がぜひ利用したいと
回答した。また、スマホ教室も含めて、郵便局が多様なサービス提供をすることで、郵便局がより身近な
存在になるかについては 9 割近くがより身近になると回答した。 

図 28 郵便局における今後のサービス提供 

 
 
 郵便局で今後開催してほしい催しとしては、健康づくり教室や健康測定が上位を占めた。これは今回
の実証のイメージが強かったことも要因であると考えられる。 

図 29 今後開催してほしい催し 
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■郵便局での健康サービスやその他サービス利用に関してのご意見・ご要望（自由回答） 
 同様の取組の継続や、地域の主体が連携しての取組を期待する声があった。 
・現在のような取組を続けていただきたい。 
・それぞれ、市、企業が独自で行っているので、うまく連携してくれれば増えてくると思います。 
・計測を半年に 1 回は実施して欲しい 
・郵便局員さんが自宅へ来て頂けて交流頂ければ有難く嬉しいです。 
・今回の実証事業を通じて郵便局様をより身近に感じることができました。 

 
■地域拠点としての郵便局への期待 
 郵便局が地域の拠点となって今後様々なサービスを展開していくことに対しては、回答者全員が期待を
しているという回答であった。また、それにより地域内外の人々の交流が増えるかについても 8 割近くの回
答者が増えると回答した。参加者からは、郵便局に地域の拠点としての期待が高いことがうかがわれる。 
 

図 30 地域拠点としての郵便局への期待 

 
 
■企業と本取り組みの関係について 
 企業参加者に対して、今回のような取組みを企業の「福利厚生」として実施することについても 9 割以
上から肯定的な回答があった。今後の郵便局と周辺企業が連携した取り組みの可能性を示すものと考
えられる。 

図 31 企業と本取組みとの関係 
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③ 歩行量測定、睡眠測定、筋量測定結果の分析 
ア） 概要 

主に高齢者の参加者の｢週次平均歩数｣と｢睡眠時間の推移｣を計測し、郵便局の伴走支援とデジ
タル機器の活用が身体活動等へのどのような変化をもたらしたかを分析した。 
 
イ） データ収集  
60 名の参加者を対象に、約 11 週間にわたり歩行および睡眠データを収集した。一部の参加者におい
てデバイスの操作不慣れ等による欠損が見られたため、データ取得日数の合計が 30 日を超えた参加者
53 名を分析対象とした。なお、歩数・睡眠時間が「0」となっている日はデバイス未装着または計測エラー
とみなし、平均値の算出から除外した。分析の起点は、最初の参加者のデータが確認された 10 月 13
日（月）の週とした 

。 
 
ウ） 検証結果 
■週ごとの平均歩数推移  

各年代における週あたりの平均歩数推移を集計した（表 12）。 
 各年代の特徴は以下の通りである。 
  ※実証期間中も継続して参加者を募集したため、期間の経過とともに母数（N）は増加傾向となっている。 

 
● 60 代（高活動・安定型） 

高齢者層の中で最も活動的であり、多くの週で11,000歩を超える高水準を維持した。平均気
温が最低水準（6.5°C）の週においても 12,856 歩を記録するなど、気温低下の影響を受け
にくい傾向が確認された。最低歩数は 12 月上旬（9.3°C）の 9,818 歩であった。 

 
● 70 代（気温感受型） 

 他の年代と比較して歩数は控えめで、6,000～8,000 歩台で推移した。最高歩数は比較的
温暖な 10 月下旬（18.0°C）に記録された一方、気温が低下した 11 月下旬（10.6°C）
には期間最低の 5,680 歩まで減少するなど、気温低下に伴う活動量の減少が顕著に観察され
た。 

● 80 代（高活動・維持型） 
 概ね 8,000～10,000 歩台で推移し、比較的高い活動水準にある 。最高歩数は 11 月中
旬（11.9°C）に記録し、最低気温週（6.5°C）においても 8,000 歩台を維持するなど、60
代同様に環境変化への耐性が示唆された。 

 
表 12 年代毎の１週間の歩数の平均値の推移 



37 

期間 平均気温 20 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 

10/13～10/19 19.3°C - 

6,736 歩 

(3 人) 

4,154 歩 

(1 人) 

10,971 歩 

(5 人) 

5,788 歩 

(4 人) 

6,205 歩 

(3 人) 

10/20～10/26 18.0°C - 

10,247 歩 

(3 人) 

8,732 歩 

(4 人) 

13,280 歩 

(7 人) 

8,127 歩 

(6 人) 

7,108 歩 

(5 人) 

10/27～11/02 16.5°C - 

7,720 歩 

(3 人) 

8,639 歩 

(8 人) 

12,409 歩 

(7 人) 

7,204 歩 

(9 人) 

8,432 歩 

(6 人) 

11/03～11/09 14.8°C 

13,239 歩 

 (2 人) 

7,849 歩 

(4 人) 

7,358 歩 

(12 人) 

11,702 歩 

(8 人) 

6,627 歩 

(13 人) 

9,762 歩 

(9 人) 

11/10～11/16 13.2°C 

11,359 歩 

 (2 人) 

7,331 歩 

(4 人) 

6,872 歩 

(14 人) 

11,317 歩 

(8 人) 

7,624 歩 

(14 人) 

9,809 歩 

(9 人) 

11/17～11/23 11.9°C 

14,073 歩 

 (2 人) 

8,328 歩 

(4 人) 

7,415 歩 

(14 人) 

11,447 歩 

(8 人) 

6,249 歩 

(13 人) 

10,237 歩 

(9 人) 

11/24～11/30 10.6°C 

9,462 歩 

 (2 人) 

7,606 歩 

(4 人) 

6,956 歩 

(14 人) 

11,484 歩 

(8 人) 

5,680 歩 

(15 人) 

9,459 歩 

(11 人) 

12/01～12/07 9.3°C 

14,100 歩 

 (2 人) 

4,882 歩 

(4 人) 

6,653 歩 

(14 人) 

9,818 歩 

(7 人) 

6,769 歩 

(15 人) 

9,136 歩 

(12 人) 

12/08～12/14 8.2°C 

12,514 歩 

 (2 人) 

8,102 歩 

(4 人) 

7,412 歩 

(14 人) 

11,532 歩 

(7 人) 

6,929 歩 

(15 人) 

9,065 歩 

(12 人) 

12/15～12/21 7.3°C 

10,541 歩 

 (2 人) 

5,388 歩 

(4 人) 

6,897 歩 

(13 人) 

12,657 歩 

(6 人) 

7,365 歩 

(13 人) 

8,715 歩 

(11 人) 

12/22～12/28 6.5°C 

11,917 歩 

 (2 人) 

8,577 歩 

(3 人) 

8,361 歩 

(10 人) 

12,856 歩 

(4 人) 

7,275 歩 

(11 人) 

8,243 歩 

(10 人) 

 
■歩数の変化に関する分析 

本実証の一つの大きな目的として高齢者におけるフレイル予防がある。そこで、以下では本実証に参
加したことによる効果についての検証を進める。表 14 は対象となった全参加者の基本統計量である。こ
こでは、分析を行うにあたってデータの取得日数の合計が 30 日を超えた参加者のみを対象としている。
また、表 14 は、60 代以上に限定した参加者の基本統計量を示す。 
 

表 13 全体を対象とした基本統計量 

 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

歩数増加（減少） 53 -5723.72 14265.70 578.39 3345.68 

 
表 14 60代以上を対象とした基本統計量 

 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

歩数増加（減少） 34 -5723.72 14265.70 641.48 3753.87 

■実証参加による歩数増加に関する統計分析 
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続いて、本実証に参加したことによる歩行習慣の変化に関して統計的な分析を実施した。抽出された
53 名を対象として、実証参加開始時点の７日間の歩数の平均値とデータが取得された最後の７日間
の歩数の平均値を対象に t 検定 13の手法を用いて、実証参加したことによる歩数の増減に関する検証
を実施した。 
 

図 32 歩数増減の分布 

 
 

表 15 歩数増加に関する統計的分析 

  度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 t 値 P 値 14 

最後の 7 日間平
均歩数 

53 7954.63 5104.91 701.21 1.26 0.214 

最初の 7 日間平
均歩数 

53 7376.23 3498.66 480.58     

分析の結果、実証開始時点の最初の 7 日間と、データ取得終了時点の最後の 7 日間の平均歩数
を比較した結果、開始時の平均歩数 7,376 歩に対し、終了時は 7,955 歩と、平均で約 580 歩の増
加が見られた。ただし、この約 580 歩の増加は、p 値が 0.05 未満であることから、統計的な有意差の
確認には至らなかった(統計学的な観点から、両者に明確な差は見いだせなかった)。 

 
13 t 検定︓2 群間の平均値の差が、統計的に意味のあるもの（有意差）かどうかを判定する手法 
14 p 値︓その差が「偶然生じる確率」を示す。本報告書では有意水準を 5%としています。p 値が 0.05 未満（p < 
0.05）の場合、統計的に有意な差があると判断 
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i) 季節変動要因と介入効果の関連性  

t 検定による上記の結果は、実証期間の短さに加え、実証開始時（10 月中旬・平均気温 19.3°C）
から終了時（12 月下旬・平均気温 6.5°C）にかけて 10°C 以上の気温低下が生じたことが大きく影
響していると考えられる。先行研究によれば、歩行活動は気温 17°C 付近で最も活発になり、気温低
下とともに歩数も自然に減少する傾向が示されている。通常であればこれほどの気温低下は歩数の自然
な減少を招くが、本実証では全体平均として歩数が維持ないし微増したことは、ウェアラブル機器の活用
と郵便局員による伴走支援が、冬季における活動量の低下を抑制した可能性を示唆している。 
 
ii)年代別に見る環境耐性の差異  
気温変化への反応には年代による特徴が見られた。例えば、60 代・80 代は気温が最低水準となった

週においても高い歩行水準を維持し、気温変化への耐性を示した。これは、気温低下に伴い活動量
が減少するという一般的な傾向（Aoyagi et al., 2005）とは異なる結果である。この頑健性の背
景の一つには、個人の健康状態に加え、居住環境の「歩きやすさ（Walkability）」（西野ら, 
2017）など、気温以外の要因が安定した活動継続を支えていた可能性が考えられる。一方で、アン
ケート結果からも伺えるように、顔なじみの郵便局員とのコミュニケーションや、郵便局へ足を運ぶこと自
体が外出の目的（ルーティン）となり、寒さによる「引きこもり」を防ぐ要因になったと推測される。•  

 
 
iii)結論  

気温が大きく低下する季節という不利な条件下で実施したにもかかわらず、全体平均として歩数が維
持・微増したことは、デジタルヘルスケアの活用と郵便局という身近なリアル拠点でのサポートを組み合わ
せたモデルが冬季のフレイル予防に一定の効果を持つ可能性を示している。今後においても、郵便局で
のよりきめ細やかな声かけや、局内イベント等を通じたより重点的な季節対策や動機付けを行うことが重
要であると考えられる。 
 
 
④ フレイルチェック、聴力チェックの分析 
ア） 実施概要 

健康実証説明会において、市保健所の協力のもと、参加者のフレイルへの理解を深めるためのフレイ
ルについての講演と、参加者のフレイル進行度合いを確認するための、15 項目の質問項目からなるフレ
イルチェックのアンケートを実施した。また、フレイル全般の進行にも重要な影響を及ぼすとされる、「聞こえ
のフレイル」についての講演と聴力チェックも実施した。なお、フレイルチェックとは、加齢による心身の衰え
（フレイル）の進行度合いを確認するための質問票であり、「歩く速度が遅くなった」「体重が減った」など
15 項目の該当数によって、健常（ロバスト）・フレイル予備軍（プレフレイル）・フレイルの 3 段階に判
定するものである。 
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イ） 実施方法 

事業参加者への説明会において、保健所医師、保健師らにより上記講演とフレイルチェック、聴力チェ
ックを実施した。なお、保健所メンバーが参加できなかった回については、事前に説明会において撮影した
講演の動画を視聴いただき、フレイルチェックのみ実施した。聴力チェックは、㈱聴脳科学総合研究所の
提供する簡易聴力検査アプリ「みんなの聴脳力チェックアプリ」を利用し、チェックを実施する保健所医師、
保健師らが事前に同社の講習を受けた上で、検査を実施した。 

 
ウ） 調査結果 
■フレイルチェック結果について 

フレイルチェックの結果について、初回（説明会時）と最終回（最終来局時）を比較すると、いずれ
の時点もプレフレイルの割合が最多であった。 

最終来局時にはプレフレイル・フレイルと判定された人数がわずかに増加する傾向が見られた。ただし、
これは必ずしも状態の悪化を意味するものではない。実証を通じて歩行を意識するようになったことで、参
加者自身がこれまで自覚していなかった「歩く速度の低下」（項目 7）などに気づくようになった結果、自
己評価が厳しくなった可能性が高い。このような「気づきによる自己認識の変化」はフレイルの早期発見に
つながる前向きな変化として捉えられる。 

実際、フレイル・プレフレイルから改善が見られた参加者については、「お茶や汁物等でむせることがある」
（項目 5）、「歩く速度が遅くなってきたと思う」（項目 7）、「今日が何月何日かわからないことがある」
（項目 11）の 3 項目での改善が多く見られた。 
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図 33 フレイルチェック結果 

 

 
 
■フレイル項目と歩数の関係 

フレイルチェックの結果について、初回（説明会時）と最終回（最終来局時）を比較すると、いずれ
の時点もプレフレイルの割合が最多であった。さらに最終来局時にはプレフレイル・フレイルと判定された人
数がわずかに増加する傾向が見られた。 

しかし、これは必ずしも状態の悪化を意味するものではない。実証を通じて歩行を意識するようになっ
たことで、参加者自身がこれまで自覚していなかった「歩く速度の低下」（項目 7）などに気づくようになっ
た結果、自己評価が厳しくなった可能性が高い。このような「気づきによる自己認識の変化」はフレイルの
早期発見につながる前向きな変化として捉えられる。 
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図 34 フレイルチェック項目 7 と歩数の関係 
 

 
■フレイルチェック質問票 該当項目減少者 
 参加前後のフレイルチェックの結果が確認できた 29 人のうち、項目減少を達成した者は 6 人
（20.7％）であった。当初目標までは届かなかったが、一定数の参加者において改善が認められており、
本事業が行動変容や状態改善につながる可能性が示唆された。 

図 35 フレイルチェック質問票 項目減少者 

 
 
 
■フレイル・プレフレイルからロバストへの改善者 

参加時点でフレイルまたはプレフレイルと判定されていた 24 人を対象に、参加前後の状態変化を確
認した結果、2 人（8.3％）がロバスト（健常）へ改善し、22 人（91.7％）はフレイルまたはプレフレ
イルの状態を維持していた。 
 目標値には至らなかったものの、プレフレイルからロバストへ移行した事例が確認されており、本事業が
状態の維持および悪化防止に一定程度寄与した可能性が示唆される。 

図 36 フレイル・プレフレイルからロバストへの改善者 

20.7%

79.3%

フレイルチェック項目減少者

1項目以上減少達成者 1項目以上減少未達成者
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⑤ 行動習慣・生体情報と健康状態に関する検討 
ア） 概要 

各参加者において、歩数・睡眠時間・安静時心拍数の変化によって、体脂肪減少、BMI 減少、
Skeletal Muscle Mass Index（SMI）増加といった体組成の改善が認められるかを可視化する。 
 
イ） データ収集状況  

リクルートを受けた 60 名の参加者を対象に、約 5−8 週間（平均︓53.0±10.4 日、最小︓35
日、最大 60 日）にわたり収集した歩行・睡眠・心拍データを使用した。途中離脱、40 歳未満の対象
者、そして体組成計データが 2 時点記録されていない参加者を除いた 51 名（平均年齢︓
67.1±13.8 歳、性別︓女性 25 名（49.0%））を分析対象者とした。 
 
ウ） 分析対象データの定義  
結果の算出にあたっては、以下の基準を設けた。 
・対象期間: 参加者の実施開始（Fitbit受取日）から最大60日間の歩行・睡眠データを使用した。
Fitbit データの最終記録日は 2025 年 12 月 31 日であった。体組成計データは実証の開始時とおよ
そ１ヶ月後（参加者によって変動あり）に計測した。 
・算出方法: Fitbit デバイスは 1 日ごとの総歩数・睡眠時間・安静時心拍数を記録した。各参加者に
ついて、最初と最後の 7 日間におけるデータの平均から実証期間における増加・減少傾向を算出した。
実証期間において 1 日の歩数は 51 名中 28 名（54.9%）が増加傾向を示した。1 日の睡眠時間
は50名中28名（56.0%）が増加傾向を示した。1日の安静時心拍数は46名中22名（47.8%）
が減少傾向を示した。健康状態は、2 回の体組成計データから実証期間における体脂肪・BMI・SMI
の増加・減少傾向を算出した。Fitbit データが増加した参加者と減少した参加者において、体組成計デ
ータが増加したか減少したかを可視化した。 
 
エ） 実証結果 
■Fitbit デバイスデータと体脂肪の変化について  
1 回目の体組成計での計測と比較して、2 回目計測で体脂肪が減少したかを可視化した。実証期間
において、体脂肪が減少した人数の割合が多かったのは︓ 

・歩数が増加した参加者 
・睡眠時間が増加した参加者 
・安静時心拍数が減少した参加者 

 
図 37 体脂肪の減少した人数（割合）について 
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■Fitbit デバイスデータと BMI の変化について  
1 回目の体組成計での計測と比較して、2 回目計測で BMI が減少したかを可視化した。実証期間に
おいて、BMI が減少した人数の割合が多かったのは︓ 

・歩数が増加した参加者 
・睡眠時間が増加した参加者 
・安静時心拍数が減少した参加者 

 
図 38 BMIの減少した人数（割合）について 

 
 
■Fitbit デバイスデータと SMI の変化について  
1 回目の体組成計での計測と比較して、2 回目計測で SMI が増加したかを可視化した。実証期間に
おいて、SMI が増加した人数の割合が多かったのは︓ 

・歩数が増加した参加者 
・睡眠時間が減少した参加者 
・安静時心拍数が減少した参加者 



46 

 
図 39 SMIの増加した人数（割合）について 

 

■Fitbit データと健康状態の傾向  
本実証では、歩数が増加し、安静時心拍数が低下した参加者は、そうでなかった参加者と比較して、

体脂肪、BMI、SMI が改善した者の割合が高い傾向が認められた。一方、睡眠に関しては、睡眠時間
が増加傾向にあった参加者は、そうでなかった参加者と比較して、SMI が低下した者の割合が高い傾向
が認められた。先行研究では、基本的に歩数の増加はフレイルおよび死亡リスクの低下と関連することが
報告されている（Watanabe, 2023）。睡眠時間については、最適とされる具体的な時間に関して見
解が分かれるものの、一定範囲から逸脱した睡眠時間（過短・過長）はフレイルおよび死亡リスクの上
昇と関連すると考えられている（Da Silva, 2016; Nakakubo, 2018）。さらに、メタ解析では、安静
時心拍数の低下は死亡リスクの低下と関連することが示されており（Zhang, 2015）、本実証の所見
は先行研究と概ね整合的な方向性を示した。もっとも、本実証は改善・悪化の人数割合を可視化した
記述的検討にとどまるため、今後は Fitbit 指標および体組成計データの変化量を、より長期の追跡と統
計学的検定に耐えるサンプルサイズで評価し、変化の大きさと経時的傾向を精緻に検証することが不可
欠である。本実証は短期間の介入であったが、継続的な実施により、行動習慣および生体指標の変化
が健康状態に及ぼす影響をより確からしく検証できる可能性がある。 
 
オ） 結論  

歩数の増加および安静時心拍数の低下は、体脂肪・BMI・SMI のいずれの改善とも正の関係が見ら
れた。先行研究においても、歩数の増加はフレイルおよび死亡リスクの低下と関連することが報告されてお
り、本実証の傾向はこれと整合的である。睡眠時間については、増加傾向にあった参加者で SMI が低
下した割合が高い傾向が見られたが、最適な睡眠時間については見解が分かれており、一律に長ければ
よいとはいえない。 
ただし本分析は、改善・悪化の人数割合を確認した参考的な分析にとどまるため、変化の大きさや因果
関係を確定するためには、より多くの参加者・長期間の追跡と統計的な検証が必要である。 
 



47 

⑥ 介護費・医療費の参考値を用いたフレイルリスクにおける初期的な検討 
 
⑦ 健康実証に関する KPIの達成状況 

 各分析結果に基づき、健康実証の KPI 達成状況をまとめると表 19 のとおりである。 
実証期間が約 2 か月と短く、分析期間も限られていたことから、当初設定した KPI の数値目標をすべて
達成するには至らなかった。ただし、この期間においても KPI 数値の改善傾向は一部で確認されており、
より長期間の実証においてさらなる効果の発現が期待される。 
各 KPI の達成状況と未達の主な要因は以下のとおりである。 
フレイル進行抑制については、該当項目減少者の割合（20.7%）・プレフレイルからロバストへの改善
者（8.3%）ともに目標値を下回った。主な要因として、①実証期間の短さ（約 2 か月）、②実証を
通じた健康意識の高まりによって自己評価が厳しくなり、結果として該当項目数が増加するケースがあっ
たこと、の 2 点が考えられる。②については状態の悪化ではなく「気づきの深化」として肯定的に評価でき
る側面もある。 
サルコペニア改善については、歩数が増加した参加者グループで SMI が増加した割合が約 6 割に達し
ており、積極的に取り組んだ参加者において短期間にも増加傾向が確認された。 
受診勧奨対象者の受診については、聴力チェックで受診を勧められた 7 名のうち 3 名（42.9%）が実
証終了までに受診した。 
介護費・医療費への影響については、歩行習慣の改善に伴う参考推計で介護費が約 3.0%、医療費
が約 0.4%の改善が見込まれる結果となった。 
目標分類 実証における目標 分析結果 備考 

フレイル進行

抑制（聞こ

えのフレイル

などを含む） 

・市のフレイルチェック質問票
（15 項目）該当項目減少
1 項目以上）達成者比率 
50 ％ 

・参加前後のフレイルチェックの

結果が確認できた 29 人中 

項目減少達成者 6 人 

（20.7％） 

％） 

・説明会、最終来局時の、市

のフレイルチェック質問票回

答の比較 

・プレフレイル→ロバストへの改善

者 ≥10 ％ 

・参加時点でフレイルまたはプ

レフレイルと判定されていた

24 人中、2 人（42.8％）

がロバスト（健常）へ改善 

・同上 

・受診勧奨対象者のうち実際に

受診した人数 50% 

・聴力チェックで耳鼻科医の受

診を進められた 7 名のうち 3

名（7.9％）が実証終了ま

でに受診 

・最終来局アンケートの結果に

よる 

サルコペニ
ア改善 

・骨格筋指数 SMI（四肢筋量

／身長²）の増加者 40 ％ 

・実証期間において歩数の増

加した参加者の約 6 割が

SMI 増加 

・説明会、最終来局時の体

組成計による筋量測定結果

の比較による 
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共通 

・フレイル・サルコペニア改善によ

る介護費の削減（高齢者の

一人当たり介護費） 

・後期高齢者質問票の項目

９ウォーキング等の歩行習慣

改善者比率の増加により、

一人当たり介護費推計値が

46,479 円→45,085 円に

改善（-3.0％） 

・説明会、最終来局時の、市

のフレイルチェック質問票の各

項目回答結果と既往論文

結果を用いて医療費・介護

費の削減量を推計 

・フレイル・サルコペニア改善によ

る医療費の削減（高齢者の

一人当たり医療費） 

・後期高齢者質問票の項目

９ウォーキング等の歩行習慣

改善者比率の増加により、

一人当たり医療費推計値が

58,426 円→58,187 円に

改善（-0.4％） 

・同上 

 
2） 定性的な結果 
① 実証参加主体の評価 
 本事業の定性的な効果として、各主体からは、市民の健康意識の高まりや、郵便局を地域のコミュ

ニティを支える拠点としての可能性が示されたとの好意的な評価が多く示された。特に、デジタル機器を
活用した事業であっても、その普及・定着には「郵便局」というリアルの場と信頼関係が不可欠であること
が、共通認識として得られた。 

○健康実証の評価（各参加主体の意見） 
・郵便局を拠点とすることで、高齢者が参加しやすい実証の形が確認できた 
・日常的な歩数や睡眠の「見える化」により、参加した市民の健康意識が高まった 
・郵便局に対する市民の信頼の高さを改めて確認し、地域コミュニティにおける拠点としての可能性を
再認識した。 
・地域のサービスの提供主体と連携し、郵便局を拠点として、健康増進事業及びスマホ教室という複
数のサービスを提供したことで、郵便局は地域を支える役割があると改めて認識する社員がいたこと。 
 
② 郵便局員の評価 
実証に参加した各郵便局員からは、住民との新たな関係構築ができたことなどに対して好意的な評

価が多かった。これまで「窓口業務」という限定的な接点であった住民と、「健康」という話題を通じて深く
コミュニケーションをとることで、仕事へのモチベーション向上（やりがい）につながったという意見も見られた。    

一方で、定型化されていない業務に取り組むことや、実際の事務的な負担の大きさに対しては負担感
の大きさが示された。今後の本格実装に向けては、郵便局の限られたスペースや人員体制を考慮し、初
期設定の簡略化や業務マニュアルの整備など、局員の通常業務の過度な負担とならないオペレーション
設計（構造的な解決）が必要不可欠である。 

○健康実証の評価（郵便局員の意見） 
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・郵便局に来ていただくきっかけとなった。（実施郵便局） 
・参加者の方と話すのが楽しい。（実施郵便局） 
・郵便局の新しい姿として、このような事業を今後も積極的に行っていきたい。（実施郵便局） 
・走りながら色々なことが決定されていくという今回のスタイルは、要員配置等の見通しが立てづらいこと
から、小規模郵便局は従来の業務との両立に苦慮すると考えられる。（実施郵便局） 
・参加者に記載いただくアンケートについて、健康増進事業は 3 種類あり、かつ、1 枚あたりのボリュー
ムが多く、高齢の参加者には負担が大きいと感じた。（実施郵便局） 
 
③ 関係主体が聞き取った実証参加者に対する効果 
各主体が参加者から聞き取った参加者の声としても、アンケートの回答にも示されていたように、今回

の実証が、健康に対する関心を高め、健康づくりに取り組む大きなモチベーションとなったという前向きな
意見が多かった。特に、「一人では続かないが、郵便局に行けば褒めてもらえる」「ランキングが見られる」と
いった、他者とのつながりが行動変容を支えている様子がうかがえた。 

○参加者の評価（関係主体による聞き取り結果） 
・歩数のランキングを見ると、もう少し歩こうという気持ちになった（西宮市） 
・普段しっかり寝れているか気になっていたため、睡眠のデータが見られるのは嬉しい（西宮市） 
・アプリで歩数のランキングが見られるので、歩こうというモチベーションに繋がる。（日本郵便） 

 
（6） 実証実施の評価・考察 
1）  実証への参加者募集・参加状況 
健康実証においては、参加者 60 名を目標とし、郵便局におけるチラシ配布・勧誘と、郵便局周辺地

域でのポスティングで参加者公募をした。準備期間の制約から広報期間が実質 2 週間弱と極めて短か
ったにも関わらず、最終的に目標人数を達成できたことは特筆に値する。これは前述の通り、郵便局員に
よる対面での声がけ等が強力な広報手段であることを証明している。 
 参加条件としては無償ではあるが、実証期間終了後はウェアラブル機器を返還する必要があるなど、
参加インセンティブが少ない中、これだけの参加者が得られたのは「郵便局が行う事業なら安心だ」という
ブランド力も、高齢者の心理的ハードルを下げた要因として大きい。 
一方、スマートフォンの OS 要件不適合により参加できなかった高齢者が数名いた。高齢者の中には最
新のスマートフォンを持っていない場合もあり、個人所有のスマートフォンに依存する方式には限界がある。
今後のサービス展開においては、家族のスマートフォンとの連携など、参加者のデジタル環境に左右されな
いサービス設計の検討が必要である。 
2）  ウェアラブル機器について 

 今回参加者にご利用いただくウェアラブル機器として、google 社の Fitbit Inspire3 を選択した。 
 参加者にご使用いただいてわかったメリットとしては、小型軽量で、高齢者を含めた参加者の方にも抵
抗感なく日常的に着用頂けること、参加者の中で意外に歩数データの他に睡眠データへの関心を示す
方が多かったことが挙げられる（睡眠データはスマホ内の Fitbit アプリで参加者が直接確認可能）。 
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一方、デメリットとしては、本体の表示画面が小さく字も小さいこと、もともと海外製品であり、英語での
表記が入ることもあることなどが挙げられる。しかし、重要な点は、こうした「高齢者には扱いにくい（画面
が小さい・英語が出る）」機器であっても、郵便局員による初期設定のサポートや、使い方のレクチャーが
あったことで、多くの高齢者が脱落せずに利用を継続できたという事実である。また、参加者の中にはスタ
ッフが説明していない機能まで自ら使いこなす方もおり、参加者それぞれのデジタルスキルに応じた機器の
選択肢を用意できるような枠組みも今後検討する必要がある。 
 
3） データ収集サービスについて 
今回、ウェアラブル機器のデータ収集のために、NTT ドコモビジネス社の「健康マイレージ」とイサナドット

ネット社の「FITINSIGHT」の二つのサービスを利用した。 
二つのサービスを利用した理由は、両者それぞれの提供内容の違いにあり、健康マイレージについては、

自治体等地域での利用実績多さやアプリ内での歩数のわかりやすいグラフ表示や参加者の歩行数ラン
キングなど、会員サービスとして利用者の関心を維持するための仕組みが充実しているのが特徴である。
一方、FITINSIGHT は参加者への直接のデータ表示機能等を有しておらず、FITINSIGHT が接続さ
れているスマホ内の fitbit アプリから Google 社がクラウドに吸い上げた参加者データを、クラウド経由で
契約者に提供する仕組みとなっている。健康マイレージが吸い上げるデータが、毎日の歩数、睡眠時間
だけであるのに対して、FITINSIGHT では今回の契約では同じく日単位であるが、睡眠の質や心拍数
など fitbit inspire3 で取得可能なより多彩なデータをダウンロードできるようになっている。 

本実証では、参加者自らの健康状態確認や事務局でのウェアラブル機器利用確認は健康マイレージ
サービス、詳細な健康データの取得は FITINSIGHT を主に活用した。 

両サービスの接続設定は説明会・中間来局時に実施したが、アプリ連携の手順が複雑であることや、
定期的なデータ同期作業が必要なことが高齢者には高いハードルとなり、データの不一致や送信漏れが
一部で発生した。 こうしたデジタル機器特有のトラブルこそが、郵便局モデルの存在意義を示している。
中間来局時に郵便局員が接続状況を確認・修正対応することで、データの欠損を最小限に抑えること
ができた。デジタルツールだけでは解決できない問題を、身近な郵便局員による人的サポートが補完する
構造こそが、高齢者のデジタル活用を継続させる上での決定的な要因である。 

今後のサービス展開においては、アプリ連携のステップを極力簡略化すること、利用者が意識しなくても
自動的にデータが同期されるシステムの導入など、郵便局員の人的サポートへの依存を最小化する技術
的な改良が求められる。 

 
4） 説明会について 
 今回実証では、説明会において、実証参加者へのウェアラブル機器の配布・登録、健康アプリのダウ

ンロードと参加登録、保健所によるフレイルについての講義とフレイルチェック、聴力テスト、初回の筋量測
定を実施した。実施内容が多いため、当初より時間がかかることが想定されていたが、実施してみて、想
定以上に時間を要したのが、ウェアラブル機器の配布・登録と、健康アプリのダウンロードと参加登録であ
った。具体的には以下の事象が発生し、高齢者のデジタル活用のハードルの高さが改めて浮き彫りとなっ
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た。 
① スマートフォンへのウェアラブル機器の登録で時間がかかった。スマホからウェアラブル機器を Wi-Fi

で探して接続する方式であったが、多数の参加者が同時に接続しようとしたためか、接続に何回も
トライが必要なことがあった。 

② ウェアラブル機器のソフトウエア更新が時間がかかった。参加者のスマホの通信速度にも依存すると
考えられるが、通常 10 分程度、遅い場合は 30 分ほどかかっても更新ができないケースがあった。 

③ ウェアラブル機器の Fitbit への登録に、Google ID とパスワードの入力が求められるが、これを忘
れている利用者が多く、その場で登録ができないケースや、家族に問い合わせるケース、新たに
Google ID を登録するケースなどで時間がかかった。 

こうした設定作業はマニュアルを用意したものの、高齢者が単独で完了することは困難であり、市・郵便
局員・武庫川女子大学の学生・三菱総合研究所の担当者がマンツーマンで支援する必要があった。顔
なじみの郵便局員や地元の大学生が横についてサポートしたことで、参加者が途中で諦めることなく設定
を完了できた。これは、機器の郵送やオンラインでの案内だけでは高齢者に対するデジタルサービスの普
及に限界があることを明確に示している。 
 今後の本格実装に向けて大人数での説明会を実施する場合には、あらかじめ初期設定やアップデート
を済ませた状態で機器を渡すスキームの構築や、スマートフォンの操作が不要な専用通信端末の採用な
ど、現場の人的サポート負荷を構造的に下げる仕組みづくりが必要である。しかし同時に、どれほど機器
が簡便になっても必ず発生する「初期導入の壁（心理的・操作的ハードル）」を乗り越えるためには、顔
なじみの郵便局員等による人的サポート体制（郵便局モデル）の存在が不可欠であることは間違いな
い。 
 なお、説明会については、小規模郵便局では自局内での開催場所が無く、西宮荒木局、西宮笠屋
局においては近くの公民館を確保して説明会を開催した。地域に密着した郵便局であれば、近隣の公
民館等との連携も容易であり、地域資源を組み合わせた柔軟な運用が可能であることも確認された。 
○説明会実施上の課題（各参加主体からの意見） 
■課題 
・説明会では人的サポートへの依存度が高く、少人数体制では運営が難しいと感じた（西宮市） 
・説明会のアプリインストールの時において、Google アカウントやパスワードがわからない、などの状況が
多く起こり、改めて高齢者サポートの難しさを感じた。（NTT ドコモビジネス） 
・アプリインストールマニュアルを準備したが、もう少し詳細にしたほうが良かったと感じる。（NTT ドコモ
ビジネス） 
・高齢者へのデバイスの付与には、リング型に限らず、腕時計型においても、相応の事務的負荷が存
在するということがわかったこと（COFUDE） 
■各主体で工夫したこと 
・ウェアラブル機器の設定時に事業者による説明を補完する形で、参加者の横につき、マンツーマンで
設定の支援を行ったことにより、参加者から漏れなくデータを取得できた（西宮市） 
・小規模郵便局は会議室等のスペースがないことから、複数人を集めて説明会を行うことが難しかった
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ため、説明会を公民館で開催した。（日本郵便） 
・各郵便局がスムーズに事務を行えるよう、近畿支社から各郵便局へ複数回説明を行う等、サポート
に努めた。（日本郵便） 
・高齢者の方にアプリをスムーズにインストールしていただくために、初期設定情報を先に考えていただく
ようシートを準備。一定の効果があったと思われる。（NTT ドコモビジネス） 

 
5） 体組成計による筋量測定について 

 今回、歩行の促進による運動改善効果をみるため、説明会開催時、中間、最終来局時に、会場にお
いて体組成計による筋量測定を行った。 
 体組成計はタニタ社の業務用の体組成計を利用したが、測定は自立した健康実証拠点の運営を目
指すため、郵便局員自らが実施することとした。実証では、参加郵便局員に加えて市の担当者にも事前
にマニュアルを用意しレクチャーを行い、実際の測定も局員、市の担当者が実施した。 
 実施に当たっては、心臓ペースメーカーは測定を実施しない、測定の度に人に触れるところの消毒を行
うなどの考慮事項を踏まえつつの実施が必要であったが、局員、市担当者とも、良く操作方法や注意事
項を理解し適切な測定を実施できたと考えている。これは、専門職でなくとも、一定の研修を経れば郵
便局員が健康測定のオペレーターを担えることを実証しており、実装に向けた大きな成果である。 
 また、測定結果については、中間来局、最終来局時に参加者に筋量変化を確認いただいたが、単に
数値を返すだけでなく、郵便局員が「筋肉量が増えていますね」「頑張っていますね」と声をかける強力な
コミュニケーションツールとして機能した。デジタル機器によるデータの「見える化」に、郵便局員による「褒め
る・励ます（伴走支援）」というアナログな価値が掛け合わされることで、参加者のモチベーションが飛躍
的に高まり、運動の継続に寄与したものと考える。 
 
6） フレイルについての講義、フレイルチェックについて 

 今回、市保健所の協力で、説明会時にフレイルについての講義、紙によるフレイルチェック、聞こえのフレ
イルについての聴力テストを実施している。郵便局という日常的な生活動線上の身近な場所で、行政の
専門職（保健師等）による正しい知識提供が行われたことは、参加者の納得感を高める上で非常に
有効であった。利用者にとっては、ウェアラブル機器による歩行習慣改善がどのように自身の今後の健康
に結びつくかの理解を増進し、実証との相乗効果を創出したものと考えられる。 
 
7） 中間来局の実施について 

 中間来局では、各郵便局の窓口ロビーに衝立で区切られた実証用のコーナーを設け、対面での対応
が可能な机といす、体組成計を用意した。対応は郵便局のメンバーが行い、これを事務局が補助的に
支援した。基本的に体組成計の測定を含めて郵便局のメンバーだけで十分な対応が実施されていたが、
一部ウェアラブル機器、健康アプリの接続不良等で、NTT ドコモビジネスなどの担当者による支援が求め
られる場面もあった。 
 デジタル機器の不具合は高齢者の意欲を削ぐ最大の要因であるが、本実証では中間来局という「対



53 

面の場」を設けたことで、不具合を解消し、離脱を防ぐことができた。これはオンライン完結型のサービスに
はない、「郵便局モデル」独自の強みである。   
 なお、中間来局時には歩行の実践状況や体組成計測定結果について、郵便局の担当者には参加
者と積極的にコミュニケーションいただいた。参加者アンケートでも、局員とよくコミュニケーションがあったとの
回答が得られており、郵便局員の接客スキルが活かされたものと考えられる。 
 本実証では参加期間等の関係から中間来局を原則１回としたが、それでも 97%という高い継続率を
維持できたことは、来局によるコミュニケーション効果の高さを示している。今後の本格実装にあたっては、
参加者の負担と郵便局員の業務負荷のバランスを考慮し、「毎月の体組成測定」と「日々のアプリ等で
の自動データ収集」を組み合わせた、効率的かつ持続可能なプログラム設計（来局頻度の最適化）を
検討していく必要がある。 
 
8） 最終来局の実施について 

 最終来局は、郵便局の繁忙時期を考慮し年末年始を避けて、各局 12 月中旬までに設定した。郵
便局の来客増加や職員の繁忙度を考慮すると、こうした繁忙期におけるサービスの持続というのは今後
の一つの課題となると考えられる。今後の本格実装に向けては、繁忙期における郵便局員の業務負荷
を適正に保つため、利用者の来局タイミングの分散化や、アプリを活用した自動データ収集の比重を高め
るなど、持続可能な業務設計の工夫が求められる。 
 最終来局時には、中間来局時と同様の歩数確認、筋量測定に加え、書面によるフレイルチェック、生
活習慣アンケートを実施するとともに、最終来局時のアンケートと、ウェアラブル機器の譲渡手続きを実施
した。対応は郵便局員が中心であり、特に大きな問題はなく終了した。特筆すべきは、繁忙期かつ寒冷
な時期であったにも関わらず、多くの参加者が最終来局に訪れた点である。これは、ウェアラブル機器の魅
力だけでなく、期間を通じて醸成された郵便局員との関係性や、自身の健康変化への関心が動機づけ
となった結果と考えられる。 
 
9） 健康データ分析、実証の健康改善効果について 

 健康データの解析結果で見たように、実証期間が短く、かつ気温低下による活動量減少が避けられな
い季節（晩秋～冬）であったため、統計上の歩数増加や健康数値の劇的な改善といった「定量的な
介入効果」は限定的であった。 しかしながら、この結果を単なる「効果不足」と捉えるべきではない。高齢
者が最も活動量を落としやすい冬季において、活動量や健康意識が「維持」されたこと自体が、フレイル
予防の観点からは極めて重要な成果である。 

本実証の真の成果は「継続率の高さ」にある。参加者の主観的な受け止めは極めて前向きのものが
多く、ウェアラブル機器の利用が歩行習慣の継続に大きくプラスになっているという参加者のアンケート回
答も得られている。実際に、類似の実証等との比較でも、参加者のウェアラブル機器の利用継続率は非
常に高く 9 割以上に達しており、通常であれば離脱しやすいデジタルヘルスケアの取組において、これほど
離脱者が少なかったのは、郵便局員による対面での伴走支援があったからに他ならない。今回の実証期
間終了後には、貸与していたウェアラブル機器をそのまま譲渡して参加者に継続して利用いただいており、
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本実証は実証期間終了後も継続して市民の健康増進に寄与しているものと考えられる。 
 今後は、取組の長期間の継続と、データの連続的な取得により、長期的な効果の計測が図られること
が望まれる。一方で、そうした健康改善効果の科学的な分析には、ウェアラブル機器で取得される以外
の個人のヘルスデータの取得と、両者一体となった分析が行われることが望ましい。今回市の保有する
KDBデータの一部を用いた分析を試みたが、個人情報への配慮からデータ取得時間がかかり、分析への
提供がぎりぎりとなった。今後の本格的な「成果連動型事業（PFS 等）」の展開を見据えると、行政側
における保健・医療データの迅速な提供スキームの構築や、データの統合分析基盤の整備が急務となる。 
○健康データ分析上の課題（各参加主体からの意見） 
・市保有データ利用に関する所管調整・許可取得に時間を要し、データの提供が遅れた（西宮市） 
・実証スケジュール上、アプリ利用期間がどうしても短くなることから、目に見える効果が見えにくい。
（NEC ドコモビジネス） 

 
10） 個人情報保護等について 

 今回実証では、健康情報等の個人情報を取り扱うため、その保護については注意が必要であった。今
回、健康実証応募者については、応募の段階で参加者番号を割り振り、健康データの収集等について
は参加者番号を利用して、個人データを管理した。実証参加時に、個人情報の取り扱いについて説明
をし、必要な個人情報利用については利用承諾書を受領した。センシティブな情報の提供にも関わらず
スムーズに承諾が得られたのは、実施主体が「郵便局」および「市」であるという高い信頼性が前提にあっ
たためと考えられる。健康実証全体について、民間の医学倫理審査団体に認証取得を申請し、承認後
に実証を実施した。倫理審査には最低でも 1 か月程度の期間を要するので、今回のようなスケジュール
の厳しい実証では、早期の申請を行う必要がある。 
 
 
（7） 郵便局を拠点としたことによる運営・実務面の効果 

健康実証においては郵便局を拠点としたことで、以下の運営・実務面での効果があったと考えられる。 
 

1） 地域住民からの信頼と身近さ 
アンケートの実証参加の理由で端的に表れているように、郵便局が多くの住民の身近な公益的な拠

点であることは、今回の実証推進の上での大きなメリットとなった。移動手段が限定される高齢者にとって
は、徒歩でも行ける距離にある郵便局は、生活サービスの提供拠点として有用である。また、郵便局は
一般の民間企業に比べ、公益的であり信頼感があるという意識も、健康に関わるサービスなどを安心して
受けられる理由となっている。この「信頼と近さ」こそが、これまで行政がアプローチできていなかった層を動
かす最大の要因である。 

○郵便局を拠点とすることのメリット（各主体からの意見） 
・住民にとって日常的に利用する場所であり、心理的ハードルが低かった（西宮市） 
・市として施設利用等の手続きが不要であった（西宮市） 



55 

・郵便局は公共性があり、住民の方にとって身近で安心感のある拠点であること。（日本郵便） 
・ご自宅が郵便局に近い方、生活導線上に郵便局がある方が参加されていることから、「定期的
に郵便局行く」ことに抵抗感なく、途中離脱を最小限にとどめられたと考えられる。（日本郵便） 
・郵便局という場所が信頼感もあり通いやすい場所であることから、健康実証、スマホ教室両方と
も、積極的に参加いただいた住民の方が多いと感じられた。（NTT ドコモビジネス） 
・住民が普段から利用する施設であり、住民の参加がしやすい。（NTT ドコモビジネス） 
・郵便局員の方が対応するということで、何かを売り込まれるのではといった心配がなく、信頼感が
ある。（NTT ドコモビジネス） 

 
2） サービス提供者としての郵便局員の適性 
郵便局員は健康サービス提供の専門家ではなく、実証開始までは郵便局側にも今回想定したサービ

スが実施できるかの不安はあったと思われる。しかしながら実際に実証を開始してみると、普段から高齢
者への接客に慣れている郵便局員のコミュニケーション能力は、参加者のモチベーション維持に極めて有
効であった。専門知識はマニュアル等で補完できるが、住民との信頼関係は一朝一夕には築けない。身
近なサービス提供拠点として、郵便局の人的リソースはマッチングが良いことが改めて示された。デジタル
機器の普及が進むほど、それを使いこなせない層への「アナログな人的サポート」の価値が高まる。その役
割を担う主体として、日常的に高齢者と接している郵便局員は最適任であると言える。 

 
3） しっかりした管理体制 
今回実証では、来局者の来局予定の管理や、アンケートや書類の保管・集約等、実施主体としての

管理体制も求められた。日本郵便の管理のもと、郵便局業務の一環としてしっかりした管理体制が提供
されたことは、スムーズな実証実施につながった。ボランティアベースの地域活動とは異なり、組織として責
任ある運営が担保されている点は、今後行政サービスを受託していく上での大きな強みである。 

 
4） 郵便局の多角的展開への貢献可能性 
郵便局は、郵便、保険、貯金のサービスの複合提供拠点である。各社間の個人情報融通などは禁

止されているが、今回実証の場を郵便局の窓口ロビーに設定したことは、郵便局側としては利用者の来
局機会を増やすことは、各社サービスの宣伝企画の拡大効果が期待でき、利用者側からも郵便物投函
や貯金などの何かの用事と実証来局が一緒に済ませられる利点があり、また一定の滞在時間があるので、
郵政各社のサービスを知る機会ともなる。このように、郵便局の本業と地域貢献事業が相互にメリットを
もたらす関係を構築することが、事業継続の鍵となる。行政コストの適正化を目指す市と、新たな収益機
会や地域拠点としての価値向上を目指す郵便局、そして健康と利便性を享受する市民という「三方よし」
の持続可能なモデルを確立する上で、郵便局の窓口ロビーは極めてポテンシャルの高い空間である。 
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（8） 実証で明らかになった課題 
上記で上げたような課題に加えて、今回の実証全体としての課題として、以下が挙げられる。 

 
1） 実証期間の短さ 

  前節の実証実施の評価・考察でも触れたように、今回の実証では、実証期間の短さが、健康増進
効果の発現の確認や参加主体への作業負荷などの面で大きな影響を及ぼした。しかし、裏を返せば、
わずか 2 か月弱という短期間で、参加者との信頼関係を構築し、9 割以上の継続率を達成できたこと
は、郵便局のポテンシャルの高さを示している。今後は、本実証で得られた知見を基に業務フローを標準
化・マニュアル化し、非定型業務の負担を軽減することで、年間を通じた持続可能な「定型業務」へと昇
華させることが、さらなる効果発現への鍵となる。 
○実証期間に関する課題（各参加主体の意見） 
・契約締結までに時間を要したため、実証期間が当初の３か月から２か月へと短縮され、参加者の
募集期間を十分に確保できなかったこと。（日本郵便） 
・参加者を確保するために、募集の終了時期を当初予定より後ろ倒しにすることが繰り返されたこと。
（日本郵便） 
・実証までの準備期間が非常に少ないということが、実証を進める上では課題と考えられる。（郵便
局側の理解の促進、これまでにないサービスを実施するという視点でのルールがあまり明確になっていな
いという問題、地域コミュニティとのアクションする期間がほとんどないなど）（COFUDE） 

 
2） 高齢者のウェアラブル機器活用上の課題 
実証実施の評価・考察でも触れたように、既存のデジタル機器やアプリは、高齢者単独での利用を前

提とした設計になっていない場合が多く、接続トラブルや操作の難しさが利用継続の障壁となることが確
認された。しかし、この課題こそが「郵便局モデル」の存在意義を逆説的に証明している。不具合や操作
への不安があっても、身近な郵便局に行けば解決できるという人的サポートがあれば、高齢者でもデジタ
ル機器を使い続けられることが本実証で明らかになったからである。今後は、高齢者向け UI の改善に加
え、郵便局員がサポートしやすい管理ツールの導入など、「人による支援」を前提としたシステム構築が求
められる。 
○高齢者のウェアラブル機器活用に関する課題（各参加主体の意見） 
・健康実証事業については、高齢の方にはウエラブル機器とスマホの接続や取扱いが難しいと感じる。
（日本郵便）  
・ウエラブル機器の接続不良等により、データがうまく連携されない事象が起こり、参加者が途中で離
脱される事例もあった。（日本郵便） 
・歩数が健康マイレージアプリに連携されない。自分の他アプリとの歩数と一致しない。 （原因は
fitbit との連携設定ができていなかったと思われるが、申告を受けた時にはすでにアプリをアンインストー
ルされており検証できず）（NTT ドコモビジネス） 
・高齢者向けのデジタルデバイスの実装には、腕時計型であっても困難が存在する（Google との設
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定がうまくマッチしないなど）。デバイスとアプリが一体で、簡易に提供できる方法など、高齢者向けのプ
ラットフォームを個別に構築する必要があると考えられる。（COFUDE） 
3） 郵便局業務と健康サービス提供とのリソース競合 
今回、郵便局の健康サービス提供場所としての可能性が示されたが、一方で、郵便業務の繁忙期に

おける対応の難しさや、特に小規模局におけるサービス提供スペースの不足も見受けられた。健康実証
において、定期的な来局による局員との対面コミュニケーション（伴走支援）が参加継続の強力なきっ
かけになっている一方で、小規模局では郵便局のスペースの関係で、プライバシーを確保するためのパー
ティションの設置や、説明会実施のための近隣施設（公民館等）の借用が必要となった。今後の本格
的なサービス展開時には、こうしたハード面（物理的スペース）の課題も検討した運用設計（拠点づく
り）にしていく必要がある。また、持続的な運営のためには、郵便局にとっても「ボランティア」ではなく「本
業へのプラス効果」が見込める仕組みが必要である。郵便局では、現在利用者との関係性強化の仕組
みとして、郵便局アプリや、郵便局の利用や来局でポイントがたまるポイント制度（ゆうゆうポイント）を
運用しており、こうしたサービスとの連携により、健康相談での来局を金融・郵便サービスの利用促進につ
なげる（クロスセル）など、相乗効果を生み出すビジネスモデルの構築も来局者増、売り上げ増につなげ
るため検討していく必要がある。 

 
4） 事業の収支 
今回の実証には郵便局職員が精力的に参加し、また多くの関係主体も参加して実証事業が成立し

た。一方で、参加者アンケートでの、今回の実証に対する支払い意思額は参加者一人当たり3,000円
前後にとどまり、今回最終的には譲渡したウェアラブル機器の代金の 2 割にも満たない。しかし、本事業
の価値は参加者の便益だけでなく、健康寿命延伸による「将来的な医療・介護費の抑制」や「行政窓
口コストの削減」という社会的便益（ソーシャル・インパクト）にある。したがって、受益者負担のみで採
算を合わせるのではなく、創出される社会的価値を行政が評価し対価を支払う「成果連動型委託」や、
健康経営を目指す民間企業のスポンサーシップなど、公的・民間資金を複合的に組み合わせた収益モ
デルの構築が不可欠である。 
 
（9） 事業実装に向けた課題と留意点 

今回の実証により、行政・民間企業が参加し郵便局で実施する健康サービスには一定のニーズが存
在し、健康改善効果も期待できることが確認された。特に既存の行政サービスでは届きにくかった層への
リーチと高い継続率は大きな成果であり、こうしたサービスの普及・継続が地域社会の向上に重要である
ことも示された。具体的には郵便局員による声掛けをはじめとする補助により、歩数増加を中心とした中
高年の運動・健康習慣の改善がみられるようになったことで、将来的な市医療費削減にむけて兆しが見
えた。 

この事業を郵便局での継続的な事業として実装するためには、①採算性と財源の確保、②適切な支
援体制の確保、③繁忙期対策の 3 点が重要となる。1）採算性と財源の確保 

行政支援・行政手続き委託との一体化、民間スポンサーの獲得、事業自体の採算性改善を進める
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必要がある。具体的には以下の方向性が考えられる。 
行政からの成果連動型委託︓ 本実証で得られたデータをもとに「医療費・介護費の適正化効果」を

可視化し、行政の介護予防事業費等の適正配分を受ける根拠とする。 
コスト削減と自主管理型への移行︓ 現在のようなウェアラブル機器の一括配布・集団管理から、例

えば郵便局内の体組成計を参加者が自由に使える自主管理型のサービスへの段階的な移行も考えら
れる。ただしその場合も、郵便局員と利用者のコミュニケーションを維持するサロン的な空間は継続するこ
とが必要である。 

郵政グループの保険事業との連携︓ 健康実証は日本郵政グループの保険事業と親和性が高い。
契約者の健康づくり活動を保険料に連動させる仕組みを持つ民間保険（例︓住友生命「Vitality」等）
と同様のモデルを、郵政グループの事業の一環として組み込む可能性がある。 

ふるさと納税の活用︓ 市外に住む家族が市内の高齢者を支援する枠組みとして、「地元郵便局で
サービスを受けられる権利」をふるさと納税の返礼品として制度化することも有効な手段となる。「離れて
暮らす親の健康を、地元の郵便局が見守ってくれる」というサービスは、市外在住の家族にとっても魅力
的な返礼品となり得る。 

2）適切な支援体制の確保 
市・郵便局・支援企業が一体となって取り組めるコンソーシアム（複数の組織が共同で事業に取り組

む枠組み）等の体制構築が考えられる。企業にとっては広告宣伝効果や新たな事業機会の創出がイン
センティブとなる。市民団体や NPO 等の地域主体との協力も重要である。 

3）繁忙期対策 
繁忙期にも郵便局員に稼働いただくためには、本取り組みを郵便局の正式な業務として位置づけるこ

とが必要である。行政窓口業務と一体となった委託事業としての検討や、郵便局の裁量性の高い自主
事業としての位置づけも検討していく必要がある。 

将来的には、郵便局が行政・健康・福祉サービスのワンストップ窓口として機能する社会インフラとなる
よう、国や自治体との連携をさらに深めていくことが望まれる。 
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２. スマホ教室 

（1） サービス概要 
郵便局（ロビー）において、端末データ閲覧や健康アプリを教材としたレベル別スマホ講座、よろず相

談会などを実施し、郵便局を「通いの場」として活用する。 
 
1） 実証場所 

 西宮郵便局（中心市街）、西宮荒木郵便局（都市郊外住宅地）、西宮笠屋郵便局（臨海住
宅／準工業地）の 3 局 

 
2） 対象者 

  西宮市に在住または通勤の 50 歳以上の市民 
 
 
 

表 16  実施スケジュール 
月 フェーズ 主な活動内容 

８月 準備 - 事業計画の最終調整 
- 関係機関（市・日本郵便・その他参加企業）とのキックオ

フ・ミーテイング 
９月 準備 - 関係機関（市・日本郵便・その他参加企業）とのスマホ

教室 WG 開催、実証内容調整 
- 教室メニュー、開催日検討 
- 教室用教材準備 
- 関係機関発注契約準備（日本郵便・その他参加企業） 
- 参加者応募用コールセンター15の準備 
- 全体キックオフ会議（総務省自治体・関係機関） 

10 月 準備／実証 - 関係機関（市・日本郵便・その他参加企業）とのスマホ
教室 WG 開催、実証内容調整 

- 機器準備（郵便局ロビー内ブース開設用資材等） 
- 3 郵便局周辺地域への実証告知チラシ配布 
- コールセンター受付開始・実証開始（10 月 15 日~） 

 
15スマホ教室への参加希望は郵便局窓口を介さず、ドコモ社の設定するコールセンターでの一括受付のみとした。これは複
数ルートでの受付による予約重複を回避するためと、ドコモ社でも受付状況を見て講師等の手配が可能であるためであ
る。また、実証実施の郵便局では、健康実証と空間を共用しており、健康実証での来局日が変更された場合には、郵便
局とコールセンターで連携をし、その時間帯のスマホ教室の受付を停止する等の措置を取った。 
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11 月 実証 - スマホ教室の開催 
12 月 実証 - スマホ教室の開催（~12 月 12 日）（来局アンケート実

施） 
1 月 検証・とりまとめ - 利用実績、来局アンケート分析 

- 成果報告書作成 
2 月 検証・とりまとめ - 社会情報学会シンポジウム（＠武庫川女子大学） 

- 評価・課題の整理、今後の方向性検討 
- 成果報告書（概要版・詳細版）の作成・調整・提出 

3 月 検証・とりまとめ - 成果報告会の開催（総務省、自治体・関係機関） 
- 今後の方向性・横展開の検討 

 
（2） 実証サービスを実施するに当たっての目標と検証方法 

スマホ教室に関しては、スマホ講座への参加者数を KPI とした。 
表 17 スマホ教室の KPI 

目標分類 実証における目標 検証方法（アウトカム含

む）、測定データ等 
具体的な方法 

デジタルデバイドの

解消 
スマホ講座参加者 60 人以

上 
開催実績を集計 スマホ教室参加者データ取りま

とめ（NTT ドコモビジネス） 
 
（3） 実証準備 

健康実証の実施にあたり、関係主体によるスマホ教室 WG を開催し、実証内容について協議するとと
もに、協力して講座開設準備、参加者がスムーズに予約を行うことを見据えたコールセンター準備など、
実証準備を実施した。 
 
1）  実施体制の構築 
公募準備段階において、西宮市、日本郵便㈱近畿支社、NTT ドコモビジネス㈱、㈱三菱総合研究

所が参画し、連携体制を構築した。各主体の役割は以下のとおりである。 
 
日本郵便㈱近畿支社︓実証実施場所となる郵便局の選定・調整、郵便局側の企画・運営 
NTT ドコモビジネス㈱︓スマホ教室の企画・実施（講師派遣を含む） 
㈱三菱総合研究所︓事業全体の調整（代表機関） 
 
代表機関として㈱三菱総合研究所が公募事業を受託し、西宮市を除く各主体は委託関係のある

協力機関、西宮市は委託関係のない協力機関として位置づけた。結果として各主体の強みを活かした
適材適所の体制を構築できた。 
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体制構築上の課題は健康実証と共通しており、公募採択（8 月）から親契約締結（9 月末）まで
の期間の制約により外注先との契約・実証内容確定に時間を要した。特に日本郵便㈱については代表
機関からの内示のみでは現場が動けない局面があり、郵便局側の準備期間に影響した。今後は準備
期間の十分な確保または包括的な連携協定に基づく迅速な意思決定スキームの構築が求められる。 

 
図 40 実証体制 

 
 

2）  住民への周知 
住民への周知は、郵便局と住民との関係性を最大限に活かすため、郵便局窓口でのチラシ配布と口

頭での紹介をメインとした。このほか、対象郵便局周辺エリアへの実証告知のチラシ配布（1,500 世帯）
も実施した。 

なお、当初 10 月当初からの実証開始を目指す中、チラシに掲載する説明会の詳細決定等に時間
を要し、郵便窓口でのチラシ配布は、10 月第二週の 10/6（月）からとなった。また、郵便局周辺地
域への実証告知チラシのポスティングは翌週の 10/13、14 となった（チラシ配布は、11 月末まで継
続）。（ポスティングについては「１．健康実証」を参照） 

このような状況においても、スマホ教室の応募は比較的順調に集まったが、この点の最大の要因は「郵
便局の集客力・発信力」であった。健康実証と同様に、郵便局員による対面での声がけが集客に直接
貢献したことに加え、健康実証の説明会等で来局した参加者がスマホ教室にも申し込むという複合効
果も確認された。 
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図 41 スマホ実証の参加者募集チラシ（窓口・ポスティング兼用） 

 
 
3）  機材・資材の準備 

教室の実施にあたっては、NTT ドコモビジネス㈱の講師が持参するタブレット端末と参加者自身のスマー
トフォンのみを使用するため、特別な機器の用意は不要であった。パーティション・机・椅子については、健
康実証用に用意したものをスマホ教室でも共用した。 

表 18 準備した機材・機器一覧 
機材・システム名 数量等 利用期間 調達方法 設置場所 備考 
パ ー テ ィ シ ョ ン 、
机、椅子 

3 か所 健康実証期
間 
(10~12 月) 

レンタル 郵便局 スマホ教室開催
スペースに用意し
たものをスマホ教
室でも使用 

 
4） 運用ルール、マニュアルの準備 

講座のマニュアルは NTT ドコモビジネス㈱が既存のスマホ教室で使用しているものを活用したため、新た
な作成は不要であった。 
5） 講座の検討 

 講座内容については、西宮市とドコモビジネスとの協議によって作成し、以下の表の講座を用意した。 
なお、「スマートフォンでカメラを使おう」、「インターネットを使ってみよう」など 7 種類の基本的な講座の
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ほか、家族や知人とのコミュニケーション上重要な「LINE を楽しもう」や、話題性のある機能で人とのコミュ
ニケーションのきっかけとなる「生成 AI」も講座に含めた。 

加えて、参加者の幅広いニーズに応えるため、スマホ操作に関わるどんなことでもご相談可能な「相談
会（よろず相談）」も実施した。 
 各郵便局のスペース状況を踏まえ、講座は講師と参加者の 1 対 1 形式で実施した。このほか、参加
者や地域の高齢者と接する機会の多い郵便局員を対象に、簡単な内容の講師育成講習も実施した。 

表 19  スマホ教室における実施講座 
講座名 対象者層 概要 

スマートフォンで

カメラを使おう 

全員 きれいな撮り方、便利な機能など 

インターネットを

使ってみよう 

全員 
 

⾳声入力、ブックマークの仕方など 

アプリを楽しもう 全員 アプリの探し方、取り方の基本操作 

 

マップを使いこな

そう 

全員 Google マップの便利な使い方 

文字入力をマスタ

ーしよう 

全員 いろいろな文字入力を学べます 

LINE を楽しもう 全員 LINE の使い方の基本操作 

生成 AI 全員 生成 AI（Google Gemini）の基礎実践的な使い方を

学びます。 

相談会（よろず相

談） 

全員 スマホ操作に関わるどんなことでもご相談いただけま

す。 

講師育成研修 郵便局長 高齢者にスマホ操作を教える際のポイントを学びます。 

  
6） 講座の実施スケジュールの検討 

 上記講座を、郵便局と調整しつつ、各局に 10 月 15 日~12 月 12 日の期間中に割り振った。 
健康実証と同一スペースを使用するため、健康実証の中間来局・最終来局の実施日を避けて設定した。
期間後半は再相談ニーズへの対応を考慮し、よろず相談の実施日を多めに配置した。 
 

表 20 講座の実施スケジュール 
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（4） 実証の実施 
1）  実施の流れ（フロー） 

 本実証では以下のフローで実施した。 
① 実証準備︓（３）参照 
② 広報・集客︓（３）参照。参加者は、随時コールセンターで自身で参加登録。 
③ スマホ教室開催︓10 月中旬~12 月中旬に 3 局でスマホ教室を開催した。 
④ データ収集︓スマホ教室の最終来局時のアンケート結果について、分析を実施した。 
 

図 42 実証の実施フロー（スマホ教室） 

 
 
 実証の主要プロセスにおいては、スケジュールを作成して関係者間で共有した。 

図 43 スケジュールの例（参加者募集プロセス） 

 
  

スマホ教室開催 
（12 月開催分については
来局アンケートを実施） 

データ分析 実証準備 
－協力主体契約 
－実証計画の策定 
－講座内容検討・準備 
－コールセンター準備 
－郵便局準備 

広報・集客 
－チラシ作成 
－局窓口でのチラシ配布・勧誘 
－チラシポスティング 
－コールセンターでの参加登録 
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2）  実証中の運用・改善 
 実証中の運用・改善は以下のとおりであった。西宮郵便局以外のロビーは広くないため、半個室状態
の開催スペースを確保するために、パーティションや机、椅子のサイズについては、郵便局側との細かい調
整が必要だった。 

表 21 実証中の運用・改善 
発生した課題 課題の詳細 改善 
プライバシーに配慮
した、スマホ講座の
実施場所の確保 

3 局のうち西宮郵便局以外は、窓
口ロビーにプライバシーに配慮した
来局スペースの確保が難しい 

各局の希望レイアウトに沿ったパーティシ
ョン、机、椅子をレンタルで用意した。 

参加者の確保 全体的なスケジュールの圧迫から
十分な事前広報期間が確保でき
なかった。 

郵便局窓口等での勧誘により、募集後
比較的早期に応募が立ち上がった。 
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（5） 実施結果 
1） 定量的な結果 
①  実証参加者数 
実証期間（令和年 10 月 15 日～12 月 12 日）を通じ、計 95 名が参加した。 
なお、当初のスマホ教室の参加者の目標は 60 人以上であり、実際の参加者はこれを大きく上回った。 

表 22 スマ教室参加者数と目標達成率 
講座開設枠数 講座受講者数 計画目標と達成率 

145 名分 95 名 目 標 60 名 
達成率 158％ 

    ※上記の受講者数は、実証を実施した３局の合計の受講者数 
 
②  参加者アンケート結果 

本実証では、参加者に対してアンケートを実施した。 
アンケートでは主に以下の点を実証参加者に対して実施した。 
 
○主なアンケート内容 
 ・ 郵便局までの移動手段 
 ・ 日常的なスマホの利用状況 
 ・ 実証参加のきっかけ・理由 
 ・ 実証参加前後のスマートフォンの操作能力（基本操作・検索等の高度な利用） 
 ・ 教室のわかりやすさ、効果 
 ・ コミュニケーション意欲の変化、コミュニケーションを取りたい相手 
 ・ 実証参加の満足度 
 ・ 実証に対する支払い意思額 
 ・ よろず相談の実施に対する意向 
 

アンケートの実施結果は、以下のとおりであった。 
 

＜参加者向けアンケート結果＞ 
■参加者の属性 

 参加者の属性は、女性が 2/3、年代では 70 代が 3/4、80 代の参加も 1/4 であった。 
 同居状況では、「夫または妻と二人暮らし」が最多であり、「一人暮らし」、「家族と同居」がこれに次
いでいる。 
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図 44 参加者の属性 

   

 
■郵便局までの移動手段 

 郵便局までの移動手段では、徒歩が全体の 2/3 を占め、次いで自家用車、自転車となっている。 
 

図 45 郵便局までの移動手段 

 
 
■日常的なスマホの利用状況 

 スマホの 1 日の利用時間は、「1~2 時間」が 4 割と最も多かった。その一方で、1 日 15 分未満と
日常的にほとんど利用していない参加者もいた。 
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図 46 日常的なスマホの利用状況 

 
 
■実証参加のきっかけについて 

実証参加のきっかけは、「投かんされたチラシを見て」が約半数であり、ポスティングの成果が一定程
度確認された。 
また、「郵便局でチラシを見て」、 「郵便局員に直接勧められて」が次いで多く、スマホ教室においては

告知範囲の広さと直接的な説明の両方が重要であることが推測された。 
なお、郵便局の勧誘により参加した住民の中には、別の目的（健康実証の説明会等）で来局した

者もおり、複数の取組みを同時開催することでの、複合効果も確認できた。 
 

図 47 実証参加のきっかけ 

 
 
■実証参加の理由について 

 実証参加の理由としては、「郵便局で開催されていたため、近くて通いやすかったから」が約８割と最
も多く、次いで、「趣味や調べもの（インターネット検索、地図、写真など）に使いたいから」、「郵便局
で開催されていたため、郵便局員がいて安心だったから」であった。 

スマホ教室は、様々な場所で実施しているが、公共的な性格に近い郵便局での開催は、心理的
ハードルを下げることに一定の効果があると推測される。 
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図 48 実証参加の理由 
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■実証前後でのスマートフォン操作能力の変化（基本操作） 
電話をかけるなどの基本操作は、スマホ教室の参加前後において変化があった。 
具体的には、スマホ教室の実施前は、基本操作を「全くできない」、「ほとんどできない」とした者もいたが、

実施後はこれらがいなくなった。また、全ての基本操作において、１人でできる（利用者自身でできる）とし
た割合も増えた。 

図 49 スマートフォンの操作能力（基本操作） 
Q4 【スマートフォン教室に参加する前】以下の  Q5 【スマートフォン教室に参加した後】以下の操 
操作をどの程度ご自身でできましたか。       作をどの程度ご自身でできるようになりましたか。 
＜電話をかける・受ける＞ 

 
＜メッセージをメールや LINE で送る＞ 

 
＜写真を撮る＞ 
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＜メールや LINE で写真を送る＞ 

 
 
 
■実証前後でのスマートフォン操作能力の変化（情報検索等の高度な利用） 

情報検索や地図アプリの活用などの高度な操作においても、スマホ教室の参加前後において変化があった。 
具体的には、全ての基本操作において、１人でできる（利用者自身でできる）とした割合も増えた。 
 

図 50 スマートフォンの操作能力（情報検索等の高度な利用） 
Q4 【スマートフォン教室に参加する前】以下の  Q5 【スマートフォン教室に参加した後】以下の操 
操作をどの程度ご自身でできましたか。       作をどの程度ご自身でできるようになりましたか。 
＜インターネットで情報（ニュースや天気）を調べる＞ 

 
＜地図アプリを使う＞ 
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＜LINE 通話やビデオ通話を使う＞ 

 
＜国・県・市の公式 LINE から情報を受け取る＞ 

 
■教室のわかりやすさ、効果 

スマホ教室の説明についてはほぼ全ての回答者が「とても分かりやすかった」との回答であった。 
また、スマホ教室に参加後の操作の自信については、約７割の参加者が「ある程度自身がついた」と

の回答であった。 
図 51 教室のわかりやすさ、効果 

 
 
■コミュニケーション意欲の変化 

実証参加者のほとんどは、程度の差はあるものの、「今までより多くの人とスマートフォンでコミュニケーシ
ョンを取りたい」と感じた。なおその際の相手は、「家族」、「友人」が多かった。 
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このことから、スマホ教室は、高齢者のコミュニケーション改善にも一定の効果があると考えられる。 
図 52 コミュニケーション意欲の変化、コミュニケーションを取りたい相手 

 
 
■実証参加の満足度 

約８割の参加者はスマホ教室に満足していた。また、約８割の参加者はスマホ教室を知人や友人に
勧めたいと考えていた。 

このことから、実証参加者の満足度は高かったものと考えられる。 
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図 53 実証参加の満足度 

 
  

 
■実証に対する支払い意思額 
 今回の実証では、スマホ教室の参加費を無料で実施したが、今回と同様のスマホ教室について、1 回
あたりの妥当な参加料金を確認した。 

結果としては、300 円程度、500 円程度がともに 4 割強と最も多かった。 
図 54 実証に対する支払い意思額 

 
 
■よろず相談の実施について 
 今回の実証では、スマホ操作に関する様々な内容を相談可能なよろず相談を設けたが、９割強の回
答者は「なんでも相談できて有用であった」との回答であった。 

この点、参加者はスマホに関する疑問点を日頃からたくさんメモし、スマホ教室の開催時に講師に質問
攻めするようなケースもあったとのことである。スマホに抱える課題は人さまざまであり、よろず相談も非常に
有用な実施形態であると考えられる。 
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図 55 よろず相談の実施に対する意向 

 
 

■郵便局に対する意識変化 
 今回実証のような、郵便局における多様なサービスの提供について、「郵便局がとても身近になった」、
「身近になった」と回答した人は合計で全体の 9 割であった。 

図 56 郵便局に対する意識変化 

 

 
■地域拠点としての郵便局への期待 

 郵便局が地域の拠点となって、今後様々なサービスを展開していくことに対して、回答者全員が「期
待をしている」という回答であった。 
また、それにより地域内外の人々の交流が増えるかについても全ての回答者が「増える」との回答であっ
た。 

前述の健康実証だけでなく、スマホ教室の参加者からも、郵便局が地域の拠点となっていくことへの
期待が高い結果であった。 
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図 30 地域拠点としての郵便局への期待 

 
 
■今後開催してほしい催し 
 郵便局で今後開催して欲しい催しとしては、健康づくり教室や健康測定が上位を占めた。 
 

図 57 今後開催して欲しい催し 
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2） 定性的な結果 
健康実証と同一スペースを使用するため、健康実証の中間来局・最終来局の実施日を避けて設定

した。期間後半は再相談ニーズへの対応を考慮し、よろず相談の実施日を多めに配置した。○本実証
の評価（各参加主体の意見） 
・スマホ教室の需要が高いことが分かった 
・スマホ教室を郵便局で開催したことにより、デジタルデバイド解消にとどまらず、同時に実証を実施して
いたフレイル予防の柱となる「運動」・「社会参加」につながった 
・特にスマホ教室は、郵便局の来局者層である高齢の方のニーズに合致しており、1 人の方が複数の
講座を受講される等、大変好評であった。（日本郵便） 

 
（6） 実証実施の評価・考察 
 本実証では、高齢単身世帯の増加で見守りニーズが高まる中、スマホ教室の実施を通じ、高齢者が
安心して立ち寄れる郵便局においてスマホ教室を開催し、スマホを通じて家族や友人との繋がりを強化し、
これらの者と健康状態など様々な情報を共有できるようになること等を目指して実施した。 
 
１）郵便局におけるスマホ教室開催の可能性 
 本実証では、目標参加者数を 60 名とした中で、3 局合計で計 95 名の参加があった。参加者の要
因としては、「郵便局でチラシを見て」、 「郵便局員に直接勧められて」とした者は一定数おり、高齢者
が敬遠しがちなデジタル機器の利用においても、郵便局は一定の参加誘因に貢献していたことが推察さ
れる。 
スマホ教室は行政・民間を問わずさまざまな場所で実施されているが、郵便局での開催には「売り込まれ
る心配がない」という安心感という固有のメリットがある。加えて、参加者のほぼ全員が「今まで以上にスマ
ートフォンでコミュニケーションを取りたい」と感じたという結果は、本実証の当初の目的である「スマホを通じ
た家族・友人との繋がりの強化」が一定程度達成されたことを示している。 
（7） 郵便局を拠点としたことによる運営・実務面の効果 

スマホ教室においては郵便局を拠点としたことで、以下の運営・実務面での効果があったと考えられる。 
 
 １)地域住民からの信頼と身近さによる心理的負担の軽減 

前述のとおり、実証期間中に実施したアンケートでは、郵便局の身近さと信頼性が参加することの要
因としている者が一定する存在した。 

この点、一般的な携帯ショップでのスマホ教室では、「高額なプランや機種変更を勧められるのではない
か」という高齢者が抱きがちな警戒感を、郵便局という「中立・公正な場」の実施により安心して参加でき
たことも推察される。 
 
2)近くの場所でスマホ教室の受講が可能 
本市は、都市部、郊外・中山間地と様々な地形が満遍なく存在しているが、郵便局は市内の様々な
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場所に存在している。 
 この点、今回の実証期間中に実施したアンケートでは、郵便局までの移動手段の多くは、徒歩であった
ことなどからも、身近さと信頼性だけでなく、物理的な所在個所という面でも、郵便局の強みが活かされる
結果になったと推察される。 
3）健康実証との相乗効果 
健康実証とスマホ教室を同一拠点で同時に開催したことで、「健康実証の来局者がスマホ教室に申し
込む」「スマホ教室の参加者が健康実証に興味を持つ」といったサービス間の相互誘引が生まれた。この
相乗効果についてはⅣ章で詳述する。 
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（8） 実証で明らかになった課題 
今回の実証での課題として、以下が挙げられる。 
 

1）  事業採算性 
参加者の支払い意思額（400～500 円程度）は、外部から講師を招いて実施する際のコストを大幅
に下回る。受益者負担のみでの黒字化は困難であり、行政のデジタル化推進における「取り残される高
齢者への対応」という視点から、市からの委託費・補助金を含めた財源スキームの検討が必要である。 
2） スマホ教室への参加状況の把握 

  本実証では、スマホ教室への参加希望は窓口を介さず、ドコモ社の設定するコールセンターでの一括
受付のみとした。これは複数ルートでの受付による予約重複を回避するためと、ドコモ社でも受付状況
を見て講師等の手配が可能であるためであった。 
一方、コールセンターでは個人情報保護の観点から受付のみを実施し、応募者の連絡先等は取得し

なかったため、応募者都合の時間変更については応募者の自主性に任せており、実際に応募者から連
絡なく参加がキャンセルされるケースも数例発生した。 

これらを踏まえ、例えば予約を受ける際に個人情報の第三者提供の同意を取得するなど、個人情報
保護の観点も考慮に入れながら、引き続き検討を進めていくことが求められる。 
 
（9） 事業実装に向けた課題と留意点 

スマホ教室は参加希望者が多く参加者満足度も高い取り組みである。しかし継続的な実施には適切
なコスト負担の仕組みが不可欠である。 

健康実証と同様に、①採算性と財源の確保、②支援体制の確保が課題となる。財源については行
政からの委託・補助金に加え、通信事業者等によるスポンサーシップも有力な選択肢となる。また、将来
的には郵便局員自身がスマートフォンの基本的な操作を教えられるよう育成することで、外部講師への
依存度を下げ、持続可能なコスト構造を実現することも検討に値する。今回の実証後半に実施した郵
便局員向け講師育成研修はその第一歩として位置づけられる。 
郵便局が地域のデジタルデバイド解消拠点として継続的に機能するためには、通信事業者等との連携
による教室開催に加え、スマートフォン活用に慣れた参加者が他の参加者をサポートするような「住民同
士の共助」の場を郵便局で育てていくことも、持続可能な運営モデルの一つとして検討に値する。  
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IV. 郵便局を地域のコミュニティ・ハブとしていくことに対する考察 

 
（1） 複数サービスを同一拠点で実施したことによる効果 

今回、健康実証ではフレイル予備軍の中高齢者に対する健康状態改善の働きかけと、スマホ教室で
は高齢者のデジタルデバイドの解消に資するサービスを行った。これらはともに、中高齢者の社会との交流
機会の増加やひいてはそのウエルビーイング向上につながるものであり、住民の身近な場所でこれらのサー
ビスを一体的に提供することは、高齢者が生き生き暮らせる地域社会構築に向けた新たなコミュニティ拠
点を提供することとなる。特筆すべきは、これまで縦割りで提供されがちだった「健康支援」と「デジタル支
援」を、郵便局という単一拠点でワンストップ提供したことによる相乗効果（シナジー）である。 

実証期間中、両サービスの告知は一体的に行い、健康実証の説明会でスマホ教室のチラシを配布す
るなど、相互誘引を意識した運営を実施した。この結果、「健康測定に来たついでにスマホの使い方を聞
く」「スマホ教室でアプリの操作を学んだので健康実証にも参加する」といったサービス間の回遊が実際に
生まれ、実証期間中を通じて両サービスへの継続的な参加申し込みを得ることができた。 

以下、利用者・自治体・郵便局それぞれの視点からこの複合効果を整理する。 
＜利用者視点＞ 

利用者からは、家から近い郵便局でこうした複数のサービスが提供されることで、利便性が向上しただ
けでなく、「郵便局員がいる安心感」が、新しいサービスへの参加ハードルを大きく下げていることが確認さ
れた。また、今回健康実証ではウェアラブル機器とスマホを活用するため、日頃スマホを使いこなしていな
い高齢利用者からは、スマホにインストールした健康アプリの使い方などについてさらにスマホ教室で習いた
いとの声もあった。実際、健康実証の説明会の場でスマホ教室を申し込んだ利用者もあり、「デジタルの
不安を解消する場（スマホ教室）」と「デジタルを活用する場（健康実証）」が同じ場所にあることで、
高齢者が挫折することなくデジタル活用を継続できる二つのサービスはよい補完関係にあることが示された。
さらに、アプリの歩数ランキングや健康測定の結果を共通の話題として、参加者同士や局員とのコミュニケ
ーションが生まれ、郵便局が単なる手続きの場から、社会的孤立を防ぐ「通いの場（サードプレイス）」と
して機能し始めていることも大きな成果である。 

 
＜自治体視点＞ 

（市からの本節修正案） 
自治体においては、高齢者の健康増進やデジタルデバイドへの対応が重要な社会課題であるとの認

識がある一方で、両課題を一体的に担う体制や、住民が日常的に通える拠点が十分に整っていないこ
とが課題となっている。加えて、デジタルデバイド対策については国の補助制度の縮小・終了等により、自
治体単独で継続的に取り組むことの難易度が高まっている。 

本実証を通じて、郵便局が健康増進とデジタル支援を同一の場で提供し得る拠点として機能しうる 
ことが確認された。今後は、財源制約を踏まえつつ、郵便局等の既存拠点との連携により、地域の実情
に応じた持続可能な支援スキームを検討していくことが重要である。 
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自治体では、高齢者の健康増進やデジタルデバイドは社会的な課題であるとの認識がありつつも、そ
の両方を同時に職務とする組織も拠点も持ち合わせていないという課題がある。本実証により、郵便局
が「健康」と「デジタル」という異なる行政課題に対し、ワンストップで対応可能な「地域の総合窓口」として
機能しうることが示唆された。これは、住民利便性の向上だけでなく、縦割り行政ではリーチしにくい複合
的な課題を持つ層へのアプローチ手段として有効である。また、こうした未病段階でのフレイル予防やデジ
タル活用支援が市内全域に波及すれば、将来的な医療費・介護費の増大を抑制する強力な施策とな
る。さらに将来的には、証明書交付などの行政窓口機能等も併せて郵便局へ委託・集約することで、市
民の利便性を最大化しつつ、行政側の窓口維持コストを大幅に削減する「包括的コミュニティ・ハブモデ
ル」の構築が期待される。 
 

＜郵便局視点＞ 
郵便の取扱い数が減少する中、顧客の郵便局離れが懸念されており、窓口への営業依存度の高い

貯金業務や保険業務についても、利用客の減少は喫緊の課題である。一方で、今回の実証では、地
域住民の郵便局への信頼は非常に高く、新しいコミュニティの健康増進拠点兼デジタルデバイド解消拠
点としての位置づけは抵抗なく受け入れられていた。来局目的が「用事（郵便・金融）」だけでなく「健
康・交流（サードプレイス）」へと広がることは、郵便局と住民との接点頻度を高め、エンゲージメントを強
化することに直結する。また、定期的な来局習慣が定着すれば、金融・保険商品や物販などの既存サー
ビスとの自然なクロスセル（交差販売）の機会が創出され、行政からの委託料と併せた「多段階収益ポ
ートフォリオ」を構築する基盤となる。こうした事業の拠点として郵便局が住民に認識されることは、より地
域住民の生活の中に郵便局が溶け込んだ存在になることにつながり、今後の郵便局存続にとっても有用
であると考えられる。 

 
（2） 郵便局を拠点としてサービスを提供することによる運営・実務面の効果 

各実証の章で触れたように、今回郵便局で実証を実施したことは、事業推進上で大きなメリットがあっ
た。特に、郵便局員が持つ「コミュニケーション能力」と「信頼」は、無形のサービス（健康指導や相談）
を提供する上で極めて高い親和性を示した。郵便局は普段から金融商品や保険といった「無形商品」を
扱っているため、局員が顧客の潜在的なニーズを汲み取りながら提案を行うスキルに長けている。加えて、
金融窓口等では必然的に「待ち時間」が発生するため、その時間を活用して健康づくりやスマホ教室の
声がけ（アプローチ）を自然に行うことができた。これは、目的の品を買ってすぐに帰るスーパーやコンビニ
等の他の小売業態にはない、郵便局特有の圧倒的な優位性（差別化要因）である。一方で、郵便
局の今後の運営という観点でも、健康実証の中間来局に訪れた参加者に対して郵便局の商品の声が
けができるなど、(1)で触れたような実証事業と郵便局業務との相乗効果が実際に感じられる場面もあっ
た。また、両実証の参加者へのアンケートでも、実証期間中の郵便局への来局回数の増加が確認され
ている。本実証を機会に、郵便局の新たな事業展開を考えるきっかけともなったのではないかと考えられる。
実証開始前は、新しい非定型業務に対する現場の戸惑いも懸念されたが、実際に事業が始まると、郵
便局・支社・本社が連携する体制が機能し、現場のまた、郵便局の中に、「自ら考え、行動できる点につ
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いては実施していく」という主体的・前向きな機運が生まれてきたとの指摘もあったことは、今後のサービス
実装・拡大に向けた大きな推進力となる。 

○郵便局を拠点として使用したことで、運営上のメリットがあったと感じたこと（各参加主体からの意見） 
・都市部においても、地域コミュニティが存在し、また、地域ではない郵便局を通じたコミュニティ形成や
法人からの参画などの可能性が示唆されたこと（COFUDE） 
・ 郵便局・支社・本社の連携体制の実現ができたこと（COFUDE） 
・郵便局は、無形商品である金融商品を扱っていることから、健康づくりといった無形サービスのアクショ
ンについては、いろいろな方法論を自ら考えトライアルできる素地がある（金融窓口の社員がロビーで
健康づくりのお声がけをする、体組成計についてご説明をするなどの対応が可能であった）
（COFUDE） 
・ 特に金融関係の来局にあっては、待ち時間が存在するサービスであり、お声がけをするタイミングなど
が存在することも、他の小売業態とは差別化される要因と考えられる。（COFUDE） 
・実証前には、日本郵便内で十分な意思疎通ができていないというコメントを郵便局長からいただいた
が、実証開始に向けて、情報の連携が進み、また、実証ということで、「自ら考え、行動できる点につい
ては実施していく」という機運が醸成された（特に西宮郵便局）。（COFUDE） 

 
（3） 実証により明らかになった課題 

健康実証・スマホ教室の両方を通じて明らかになった共通の課題として、①郵便局の通常業務と地
域サービス提供業務との経営資源の競合、②事業の採算性、の 2 点が挙げられる。 

① 通常業務との経営資源の競合 
従来取り扱っていない非定型業務への対応は郵便局員にとって一定の負担となった。特に年末年始

などの繁忙期には対応リソースの確保が難しいという本質的な課題が浮き彫りになった。 
これに対しては、利用者が自身のスマートフォン等で自己完結できるシステムの整備・業務の定型化・

マニュアル化を進めるとともに、繁忙期を避けた実施スケジュールの設計や専門スタッフとの役割分担など、
現場の負担を最小化する持続可能な運用設計が必要である。また現場の郵便局員が自由な発想で
取り組める環境を維持することも重要である。 

物理的スペースの制約も課題として浮き彫りになった。プライバシーに配慮した相談環境の整備（パー
ティション設置等）や、説明会のための近隣公共施設の借用が必要となるケースがあり、本格的なサー
ビス展開時には局舎内レイアウトの工夫や近隣公共施設との連携を前提とした拠点設計が求められる。 

② 事業の採算性 
参加者の支払い意思額（健康実証︓約 3,000 円、スマホ教室︓400～500 円程度）からも明

らかなように、利用者からの直接的な料金収入のみで事業を黒字化することは極めて困難である。 
しかし本事業は地域の社会的インフラを維持するという性格が強く、単独事業としての採算性のみで

評価すべきではない。将来的な医療費・介護費の削減や行政窓口維持コストの削減という社会的便
益を含めた「全体最適」の視点で評価し、公的資金による委託と民間収益を組み合わせたハイブリッドな
ビジネスモデルの構築が今後の課題となる。○実証全体に対する課題（各参加主体の意見） 
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・実証までの準備期間が非常に少ないということが、実証を進める上では課題と考えられる。（郵便
局側の理解の促進、これまでにないサービスを実施するという視点でのルールがあまり明確になっていな
いという問題、地域コミュニティとのアクションする期間がほとんどないなど）（COFUDE） 
・郵便局長と地域コミュニティとの人間関係の再構築を、局長との議論を通じて実現できることを期待
したが、日本郵便株式会社を取り巻くガバナンス強化の流れの中で、一定の権限が局長に付与され
ている大規模郵便局である西宮郵便局以外は実現が難しかった。（COFUDE） 

 
（4） 郵便局が地域拠点となっていく要件（考察） 

 これまで郵便局を拠点とした健康づくりの取組は中山間地などで先行して実施されてきたが、本実
証はコミュニティが希薄化しやすい都市部（西宮市）においても、郵便局が「健康とデジタルのハブ」とし
て機能しうるかを検証する重要な試金石であった。 実証の結果、都市部特有の「個」が独立した環境
にあっても、郵便局と住民の間には確かな「顔の見える関係」が存在していることが確認された。郵便局
員の声がけが、地域に存在する健康づくりグループ等への参加を促す「触媒」として機能したことは、都市
部においても郵便局が住民の行動変容を導く信頼の拠点となり得ることを示している。 今後、郵便局が
真の地域拠点として機能するためには、単なる「場所貸し」に留まらず、郵便局員が介在し、行政や地域
NPO、民間企業と住民とをつなぐ「コーディネーター機能」を果たすことが求められる。この「つなぐ力」こそが、
新たな地域コミュニティの核となるための必須要件である。 一方で、(3)で触れたような現場の裁量の制
約や、定型業務外の活動に対するリソース配分の難しさは、柔軟なサービス提供の障壁となり得る。今
後は、全国一律のオペレーションという組織としての強固なガバナンスを維持しつつ、地域ごとの細かなニ
ーズに即応できる「現場主導型の運営モデル」を、本社・支社と連携して構築していくことが、真の地域拠
点化には不可欠である。 ○郵便局が地域拠点となっていくための要件（各参加主体の意見） ・健康
づくりへの介入という意味で、地域コミュニティが脆弱であるという都市部への対応策が課題であったが、実
際には ア 高齢者向けの健康づくりや、月一回程度の飲食のサービスなどのグループが存在しており、こ
うしたコミュニティの掘り起こしを事前に行っておくことが、実装に向けて重要なポイントになる イ 郵便局と
地域コミュニティとの人間関係が希薄になっているという点については、郵便局長の具体的な声としても把
握できたが、一方で、西宮郵便局を中心に郵便局の顧客との人間関係は存在しており、サービス提供と
いう視点での「新たなコミュニティ」の構築の可能性を志向する必要性がある。 

○郵便局が地域拠点となっていくための要件（各参加主体の意見） 
・健康づくりへの介入という意味で、地域コミュニティが脆弱であるという都市部への対応策が課題であ
ったが、実際には 
ア 高齢者向けの健康づくりや、月一回程度の飲食のサービスなどのグループが存在しており、こうした
コミュニティの掘り起こしを事前に行っておくことが、実装に向けて重要なポイントになる 
イ 郵便局と地域コミュニティとの人間関係が希薄になっているという点については、郵便局長の具体
的な声としても把握できたが、一方で、西宮郵便局を中心に郵便局の顧客との人間関係は存在して
おり、サービス提供という視点での「新たなコミュニティ」の構築の可能性を志向する必要性がある。
（COFUDE） 
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（5） 事業実装に向けた課題と留意点 

(3)、(4)で示したように、今後の事業実装とその継続に向けては、今回のような事業を郵便局の本来
業務として正式に位置づける必要がある。本事業が創出する価値は、単なる「サービス収益」だけでなく、
フレイル予防やデジタル活用による「行政コスト（医療・介護費、窓口対応費）の適正化」という社会
的便益（ソーシャル・インパクト）を含んでいる。したがって、日本郵便単独の採算性のみで判断するの
ではなく、行政や地域社会全体でコストとメリットを分かち合う「官民共創型の多段階収益ポートフォリオ
（ビジネスモデル）」への転換が必要となる。  

一つ目に取り組むべきは、行政コストの適正化効果を原資とした事業スキームの構築である。本実証
が目指した「フレイル予防による健康寿命の延伸」が市内全域で実装された場合、西宮市の対象人口
とフレイル有症率の低減効果を掛け合わせると、年間相当額の医療・介護費削減効果が見込まれる。
この明確な社会的便益を根拠として、行政から郵便局への成果連動型委託（PFS 等）や、介護予
防事業費の充当を検討すべきである。  

二つ目は、民間活力の導入と本業への波及である。スマホ教室における通信事業者等とのスポンサー
契約のほか、地域金融機関や生命保険会社（郵政グループを含む）と連携し、実証で取得した健康
データを活用した「ヘルススコア連動型ローン」や保険料割引商品等を共同開発することで、参加者のモ
チベーション維持と郵便局の収益向上を両立させる仕組みが考えられる。また、来局機会の増加を金
融・保険商品や物販などの既存サービスとの自然なクロスセルに繋げる視点も重要である。  

三つ目には新たな財源の確保である。市外に住む家族が西宮市に住む親の健康見守りサービスとし
て「郵便局の健康実証参加権」をプレゼントできる仕組みをふるさと納税の返礼品として制度化するなど、
行政予算に依存しない持続可能な資金循環モデルの構築も有効な手段となる。 最後に、これらのビジ
ネスモデルを確実なものとするための具体的な実装ロードマップの共有である。 

次年度以降は、本実証で得られた成果をもとに費用対効果をさらに精緻化し、市内複数局への展
開と一部行政サービスの試験的な導入を進めることが期待される。そして将来的には、郵便局を行政・
生活・健康サービスの総合窓口として恒常的に機能させる「包括的コミュニティ・ハブ」の本格実装に向け、
市と日本郵便、関係主体が一丸となって取り組む必要がある。○事業実装への課題（各参加主体の
意見） 
・財源の確保と継続的に運営するための体制の整理が必要（西宮市） 
・郵便局を地域のコミュニティ・ハブとしていく上で、郵便局員の方が業務として関われるような体制作り
が必要。（NTT ドコモビジネス） 
・スマホ教室等、外部に委託する場合の財源についても考える必要がある。（NTT ドコモビジネス） 
・実証から実装を考えた場合、日本郵便の本社・支社の関与は必須となる。福井県での同様の取り
組みの反省を踏まえ、今回は本社・支社への積極的なアプローチができ、今回の実証においても、近
畿支社が積極的に実証の関与することとなったことは、大きな成果になったと考える。（COFUDE） 
 
○次年度以降の実装に対する意見、方針等（各参加主体の意見） 
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・郵便局で実施したサービスを「ふるさと納税の返礼メニュー」として、市外在住の子どもや孫が地元在
住の両親・祖父母のためにふるさと納税を行い、返礼として納税者が指定した家族に「地元郵便局で
サービスを受けられる権利」を付与できる仕組等はよいのではないか︖（西宮市） 
・郵便局活用に関して健康増進・デジタルデバイド解消は相性が良いと思われる。次年度以降、より
内容を発展させ、来局することで健康相談ができる、体力が向上する、フレイル予防ができる、等の仕
組みを作っていければと考える。（NTT ドコモビジネス） 
・具体的には、郵便局側が地域コミュニティに関与する方法論を今回の実証を踏まえて検討すること
（過疎地においては集落支援員などの方法論が存在するが、都市部においての対応方法の検討な
ど）、地域コミュニティ以外への対応方法（顧客ネットワーク、法人）等を検討することが、ファースト
ステップになると思われる。（COFUDE） 
・ 合わせて、上記⑦の通り、安定的に高齢者向けに活用できるプラットフォームの選定（あるいは構
築）が必要と考えられる。（COFUDE） 
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（6） 郵便局を地域の拠点として活用する意義（まとめ） 
今年度の実証を通じて、健康実証やスマホ教室の取組が、参加市民からは非常に好意的に受け止

められ、特に既存の行政サービスでは届かなかった「健康無関心層」や「デジタル不慣れ層」に対し、郵便
局というチャネルが極めて高いリーチ力を持つことが確認された。ウェアラブル端末やスマホはあくまで「道具」
に過ぎない。本実証の核心は、それらを高齢者が使い続けるための動機付けを、郵便局員という「人」の
信頼とコミュニケーションが支えた点にある。この「郵便局モデル（場所＋人＋信頼）」こそが、テクノロジ
ーと高齢者の間にある溝を埋める「ラストワンマイル」の解である。 

また、今回の実証には行政、大学、民間企業など多くの主体が参加しており、こうした主体の協働の
場も郵便局が提供可能であることも示された。 
西宮市のみならず全国において、人口減少・高齢化の進展とそれに伴う財政負担の増大は深刻な課題
である。行政単独では維持が難しくなりつつある住民サービスを、全国津々浦々に存在する郵便局という
社会インフラが補完・代替していくことは、合理的かつ必然的な選択といえる。本実証で得られた「郵便
局が市民の行動変容を促し、地域の健康と財政を守る」という成果を礎として、持続可能な社会インフ
ラとしての早期実装を進めていく必要がある。 
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